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規 則

�愛媛県規則第１８号
愛媛県立農業大学校規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県立農業大学校規則の一部を改正する規則

愛媛県立農業大学校規則（昭和５８年愛媛県規則第２３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（教科及び単位数）

第７条 総合農学科の教科及び単位数は、校長が定める

。

２ 省略

（教科及び単位数）

第２６条 アグリビジネス科の教科及び単位数は、校長が定める

。

２ 省略

（入学資格）

第２７条 アグリビジネス科に入学できる者は、次の各号のいずれか

に該当する者とする。

� 学校教育法による短期大学を卒業した者（同法による専門職

大学の前期課程を修了した者を含む。）

�・� 省略

（教科及び単位数）

第７条 総合農学科の教科及び単位数は、別表第１のとおりとす

る。

２ 省略

（教科及び単位数）

第２６条 アグリビジネス科の教科及び単位数は、別表第２のとおり

とする。

２ 省略

（入学資格）

第２７条 アグリビジネス科に入学できる者は、次の各号のいずれか

に該当する者とする。

� 学校教育法による短期大学を卒業した者

�・� 省略

別表第１（第７条関係）

科目 種類

単位数 卒業に必

要な単位

数

必

修

選

択

教養科

目

暮らしと経済（環境） 講義 ２ 必修科目

６０ 単 位

（農産園

芸コース

について

は、野菜

栽培各論

又は花き

栽培各論

のいずれ

かを選択

す る こ

と。）及

び選択科

目４０単位

以上

暮らしと法律 講義 １

英語Ⅰ 講義 ２

英語Ⅱ 講義 ２

情報処理Ⅰ 演習 ２

情報処理Ⅱ 演習 ２

専門科

目

農業経営 講義 ２

農業簿記 講義 ２

農村社会 講義 ２

農業と環境 講義 １

農業概論 講義 １

病害虫と防除計画Ⅰ 講義 ２

土壌肥料概論 講義 ２

農業気象 講義 １

農業機械利用Ⅰ 演習 ２

農業機械利用Ⅱ 演習 ２

農業組織論 講義 １

農業経営分析・設計 講義 １
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農業政策と行政 講義 １

生物工学 演習 ２

農産物貿易と海外農業 講義 ２

農業生産工程管理の導入と

認証

講義 １

専

攻

科

目

農

産

園

芸

コ

ー

ス

植物育種 講義 ２

植物生理 講義 ２

土壌・植物調査法 講義 ２

野菜・花き・作物栽培概論 講義 ３

農畜産物加工Ⅰ 演習 １

農畜産物加工Ⅱ 演習 １

先進事例研修Ⅰ 演習 ２

先進事例研修Ⅱ 演習 ２

土壌と肥料設計 講義 ２

病害虫と防除計画Ⅱ 講義 ２

施設園芸概論 講義 ２

野菜栽培各論 講義 ２

花き栽培各論 講義 ２

作物栽培各論 講義 ２

農産物流通 講義 １

卒業論文 演習 ３

果

樹

コ

ー

ス

植物育種 講義 ２

植物生理 講義 ２

土壌・植物調査法 講義 ２

果樹栽培概論 講義 ３

農畜産物加工Ⅰ 演習 １

農畜産物加工Ⅱ 演習 １

先進事例研修Ⅰ 演習 ２

先進事例研修Ⅱ 演習 ２

土壌と肥料設計 講義 ２

病害虫と防除計画Ⅱ 講義 ２

施設園芸概論 講義 ２

果樹栽培各論 講義 ２

かんきつ論 講義 ２

果樹流通 講義 １

卒業論文 演習 ３

畜

産

コ

ー

ス

家畜生理 講義 ２

家畜解剖 講義 ２

家畜育種と繁殖 講義 ２

飼料栄養Ⅰ 講義 １

飼料栄養Ⅱ 講義 ２

家畜飼養管理Ⅰ 講義 ２

家畜飼養管理Ⅱ 講義 ３

農畜産物加工Ⅰ 演習 １
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農畜産物加工Ⅱ 演習 １

先進事例研修Ⅰ 演習 ２

先進事例研修Ⅱ 演習 ２

畜産流通 講義 １

畜産経営 講義 ２

環境保全とふん尿処理 講義 １

家畜衛生 講義 ２

卒業論文 演習 ３

実習 専攻実習Ⅰ 実習 ２２

専攻実習Ⅱ 実習 ２３

別表第２（第２６条関係）

科目 種類

単位数 卒業に必

要な単位

数

必

修

選

択

教養科

目

実践英語 講義 ２ 必修科目

６６ 単 位

（専攻科

目１又は

専攻科目

２のいず

れかを選

択するこ

と。）及

び選択科

目２８単位

以上

組織リーダー論 講義 ２

専門科

目

農業の国際化と貿易戦略 講義 ２

農業経営管理Ⅰ 講義 １

農業経営管理Ⅱ 講義 ２

情報システム論 講義 ２

農村整備 講義 ２

農畜産物加工学Ⅰ 講義 ２

農畜産物加工学Ⅱ 講義 ２

先進農家セミナーⅠ 講義 ２

先進農家セミナーⅡ 講義 ２

環境保全型農業 講義 ２

基礎栄養学 講義 １

食の安全と衛生 講義 １

農政時事 講義 １

マーケティング論 講義 ２

法人経営学 講義 ２

農業機械・施設学 講義 ２

地域営農論 講義 １

地域づくり論 講義 １

食品加工法規 講義 １

食品の微生物基礎 講義 １

農業経営法規 講義 １

専攻科

目１

生産システム学Ⅰ 講義 ２

生産システム学Ⅱ 講義 ３

土壌肥料学 講義 ２

応用昆虫学 講義 ２

植物病理学 講義 ２

植物栄養学 講義 ２

応用生物工学 講義 ２
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附 則

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１９号
農業協同組合法施行細則及び愛媛県農林漁業組合等検査規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

農業協同組合法施行細則及び愛媛県農林漁業組合等検査規則の一部を改正する規則

（農業協同組合法施行細則の一部改正）

第１条 農業協同組合法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

貯蔵流通技術 講義 １

卒業論文 演習 ３

専攻科

目２

家畜育種学Ⅰ 講義 １

家畜育種学Ⅱ 講義 １

家畜繁殖学 講義 ２

飼料学Ⅰ 講義 １

飼料学Ⅱ 講義 １

家畜栄養学Ⅰ 講義 １

家畜栄養学Ⅱ 講義 １

家畜解剖学Ⅰ 講義 １

家畜解剖学Ⅱ 講義 １

家畜飼養学Ⅰ 講義 ２

家畜飼養学Ⅱ 講義 １

家畜衛生学 講義 ２

ふん尿の高度処理技術 講義 １

卒業論文 演習 ３

実習 専攻実習Ⅰ 実習 １７

専攻実習Ⅱ 実習 １８

食品加工実習Ⅰ 実習 ２

食品加工実習Ⅱ 実習 ２

アグリビジネス体験実習Ⅰ 実習 ４

アグリビジネス体験実習Ⅱ 実習 ４

改 正 後 改 正 前

（用語の意義）

第１条 この規則において、「法」とは農業協同組合法（昭和２２年

法律第１３２号）を、「組合」とは農業協同組合及び農業協同組合

連合会を

、「法人」とは農事組合法人をいう。

（総会又は総代会の決議等に関する報告）

第６条 組合 は、総会又は総代会において次に掲げる事

項を決議したときは、２週間以内に総会（総代会）議事録謄本に

次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。ただ

（用語の意義）

第１条 この規則において、「法」とは農業協同組合法（昭和２２年

法律第１３２号）を、「組合」とは農業協同組合及び農業協同組合

連合会を、「中央会」とは農業協同組合法等の一部を改正する等

の法律（平成２７年法律第６３号。以下「改正法」という。）附則第

９条の規定によりなお存続するものとされた農業協同組合中央会

を、「法人」とは農事組合法人をいう。

（総会又は総代会の決議等に関する報告）

第６条 組合及び中央会は、総会又は総代会において次に掲げる事

項を決議したときは、２週間以内に総会（総代会）議事録謄本に

次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。ただ
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（愛媛県農林漁業組合等検査規則の一部改正）

第２条 愛媛県農林漁業組合等検査規則（昭和３８年愛媛県規則第５７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

し、出資組合にあつては第４号の書類のうち財産目録を、非出資

組合にあつては同号の書類のうち貸借対照表及び損益計算書を除

くものとする。

�～� 省略

２ 省略

（役員又は参事、会計主任の変更に関する報告）

第７条 省略

２ 省略

３ 組合 は、前２項の役職員（農業協同組合の場合にあ

つては、代表理事、組合長若しくは理事長、専務理事、常務理

事、経営管理委員会会長若しくはその他の常勤の役員又は参事若

しくは会計主任に限る。）が退職し又は死亡したときは、直ちに

その職、氏名及び異動の事由を知事に報告しなければならない。

（組合員又は会員の請求権行使の場合の措置）

第１５条 組合 は、次に掲げる請求があつたときは、直ち

にその請求書の写しに請求に対する処置方針を記載した書類を添

えて知事に提出しなければならない。

�～� 省略

� 法第４３条の３第２項（法第４８条第７項

において準用する場合を含

む。）の規定による総会又は総代会の招集の請求

� 省略

（監査報告）

第１８条 組合 は、監事が組合 の財産の状況又

は業務の執行の状況を監査したときは、次に掲げる事項を記載し

た書面に監査意見書の写しを添えて知事に提出しなければならな

い。

�・� 省略

し、出資組合にあつては第４号の書類のうち財産目録を、非出資

組合にあつては同号の書類のうち貸借対照表及び損益計算書を除

くものとする。

�～� 省略

２ 省略

（役員又は参事、会計主任の変更に関する報告）

第７条 省略

２ 省略

３ 組合又は中央会は、前２項の役職員（農業協同組合の場合にあ

つては、代表理事、組合長若しくは理事長、専務理事、常務理

事、経営管理委員会会長若しくはその他の常勤の役員又は参事若

しくは会計主任に限る。）が退職し又は死亡したときは、直ちに

その職、氏名及び異動の事由を知事に報告しなければならない。

（組合員又は会員の請求権行使の場合の措置）

第１５条 組合又は中央会は、次に掲げる請求があつたときは、直ち

にその請求書の写しに請求に対する処置方針を記載した書類を添

えて知事に提出しなければならない。

�～� 省略

� 法第４３条の３第２項（法第４８条第７項及び改正法附則第１０条

の規定によりなおその効力を有するものとされた改正法第１条

の規定による改正前の法第７３条の３７において準用する場合を含

む。）の規定による総会又は総代会の招集の請求

� 省略

（監査報告）

第１８条 組合及び中央会は、監事が組合及び中央会の財産の状況又

は業務の執行の状況を監査したときは、次に掲げる事項を記載し

た書面に監査意見書写 を添えて知事に提出しなければならな

い。

�・� 省略

改 正 後 改 正 前

（検査の目的）

第２条 検査は、農業協同組合、農業協同組合連合会

、農業共済組合、水産業協同組合、森林組合、生産森林

組合及び森林組合連合会（以下「組合等」と総称する。）の業務

及び会計の状況を実地に検討し、適切な指導を行い、その経営又

は事業運営の改善向上を図り、もつて組合等の健全な発展に資す

ることを目的とする。

様式第１号（第９条関係） 検査通知書

（検査の目的）

第２条 検査は、農業協同組合、農業協同組合連合会、農業協同組

合中央会、農業共済組合、水産業協同組合、森林組合、生産森林

組合及び森林組合連合会（以下「組合等」と総称する。）の業務

及び会計の状況を実地に検討し、適切な指導を行い、その経営又

は事業運営の改善向上を図り、もつて組合等の健全な発展に資す

ることを目的とする。

様式第１号（第９条関係） 検査通知書

省略

組合

○○○○○の規定に基づき、貴

�
�
�	
�
�


連合会

�
�
��
�
�


の検査を次のと

おり実施する。

省略

省略

組合

○○○○○の規定に基づき、貴

�
�
�	
�
�


連合会

�
�
��
�
�


の検査を次のと

おり実施する。 中央会

省略

注 省略 注 省略

愛 媛 県 報平成３１年３月２９日 第３０６４号

２２０
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�愛媛県規則第２０号
愛媛県土地改良法施行細則及び愛媛県土地改良財産の管理及び処分に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県土地改良法施行細則及び愛媛県土地改良財産の管理及び処分に関する規則の一部を改正する規則

（愛媛県土地改良法施行細則の一部改正）

第１条 愛媛県土地改良法施行細則（昭和４０年愛媛県規則第４５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県土地改良財産の管理及び処分に関する規則の一部改正）

第２条 愛媛県土地改良財産の管理及び処分に関する規則（昭和５９年愛媛県規則第３０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

２ 第２条の規定による改正前の愛媛県土地改良財産の管理及び処分に関する規則様式第１号（その５）の規定は、この規則の施行の日以

後に調製する書類について適用し、同日前に調製した書類については、なお従前の例による。

�愛媛県規則第２１号
愛媛県家畜保健衛生所手数料規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３１年３月２９日

改 正 後 改 正 前

様式第１８号（第１７条関係）

土地改良区連合設立認可申請書

省略

愛媛県知事 様

甲
事務所の所在地

土地改良区 理事長 �

申請者

乙
事務所の所在地

土地改良区 理事長 �

甲及び乙は、その事業の一部を行うため、 土地改良区連

合 を設立したいので認可されたく次の書類を添え

て申請します。

１ 省略

２ 事業の実施に関する計画書

３ 事業費の細目及び 資金計画を記載した書面

４ 省略

５ 業務の執行及び 会計経理に関する事項を記載した書面

様式第１８号

土地改良区連合設立認可申請書

省略

愛媛県知事様

事務所所在地

甲土地改良区 理事長 氏 名�

事務所所在地

乙土地改良区 理事長 氏 名�

甲土地改良区と乙土地改良区は何事業を共同して行なうため、

何土地改良区連合を設立したいので認可されたく次の書類を添え

て申請します。

１ 省略

２ 土地改良事業計画書

３ 事業費の細目および資金計画を記載した書面

４ 省略

５ 業務の執行および会計経理に関する事項を記載した書面

改 正 後 改 正 前

様式第１号（第４条、様式第８号関係） 土地改良財産台帳

様式第１号（その１）～様式第１号（その４） 省略

様式第１号（その５）

様式第１号（第４条 関係） 土地改良財産台帳

様式第１号（その１）～様式第１号（その４） 省略

様式第１号（その５）

省略 省略

省略 事業名
種類又は

名称
省略 取得価額 耐用年数 省略 省略 種類 省略

購入価格及び補償金

額
省略

�������������������������������������������������������������� ��������������������������������������������������������������

様式第１号（その６） 省略 様式第１号（その６） 省略

愛 媛 県 報平成３１年３月２９日 第３０６４号

２２１
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告 示

�愛媛県告示第２６６号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成３１年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 解除に係る保安林の所在場所

南宇和郡愛南町御荘和口１０９９の３、１１２４の２から１１２４の４ま

で

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県家畜保健衛生所手数料規則の一部を改正する規則

愛媛県家畜保健衛生所手数料規則（昭和４０年愛媛県規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第２２号
愛媛県漁港管理条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県漁港管理条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県漁港管理条例施行規則（昭和３９年愛媛県規則第８８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県漁港管理条例施行規則第６条第１項の規定は、この規則の施行の日以後の申請に係る占用について適用し、同日前の申

請に係る占用については、なお従前の例による。

改 正 後 改 正 前

家畜保健衛生所使用料及び手数料条例（昭和２５年愛媛県条例第４０

号）第３条の規定により知事が定める手数料の額は次のとおりとす

る。

１ 農業保険法施行規則第１１７条第１項及び第１６６条の規定に基づ

き、診療その他の行為によって組合員等が負担すべき費用の内容

に応じて農林水産大臣が定める点数等を定める件（平成３０年１０月

農林水産省告示第２１５４号）に定める家畜共済診療点数表（以下

「点数表」という。）の種別欄に掲げる診療その他の行為（次号

に掲げるものを除く。）

ア 農業保険法 （昭和２２年法律第１８５号

）の規定に基づき家畜共済に付していない家畜 点数表に

定めるＢ種の点数に１０円を乗じて得た額

イ 農業保険法の規定に基づき家畜共済に付している家畜 点数

表に定めるＢ種の点数とＡ種の点数の差の２分の１にＡ種点数

を加えた点数に１０円を乗じて得た額

ウ 省略

２・３ 省略

家畜保健衛生所使用料及び手数料条例（昭和２５年愛媛県条例第４０

号）第３条の規定により知事が定める手数料の額は次のとおりとす

る。

１ 農業災害補償法施行規則により診療その他の行為によつて組合

員が負担すべき費用の内容に応じて農林大臣が定める点数等を定

める件（昭和３０年１０月農林省告示第７７８号

）に定める家畜共済診療点数表（以

下「点数表」という。）の種別欄に掲げる診療その他の行為（次

号に掲げるものを除く。）

ア 農業災害補償法（昭和２２年法律第１８５号。以下「法」とい

う。）の規定に基づき家畜共済に付していない家畜 点数表に

定めるＢ種の点数に１０円を乗じて得た額

イ 法 の規定に基づき家畜共済に付している家畜 点数

表に定めるＢ種の点数とＡ種の点数の差の２分の１にＡ種点数

を加えた点数に１０円を乗じて得た額

ウ 省略

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

（占用の期間）

第６条 条例第９条第１項の占用の期間は、１０年

を超える

ことができない。ただし、知事が特別の必要があると認めた場合

においては、この限りでない。

２ 省略

（占用の期間）

第６条 条例第９条第１項の占用の期間は、工作物の設置を目的と

する占用にあつては３年、その他のものにあつては１月を超える

ことができない。ただし、知事が特別の必要があると認めた場合

においては、この限りでない。

２ 省略

愛 媛 県 報平成３１年３月２９日 第３０６４号

２２２



訓 令

� 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

� 解除の理由

指定理由の消滅

２� 解除に係る保安林の所在場所

南宇和郡愛南町御荘長月２２１０の２から２２１０の５まで、２２１６の

２

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 解除の理由

指定理由の消滅

３� 解除に係る保安林の所在場所

南宇和郡愛南町御荘長月２２１０の２から２２１０の５まで、２２１６の

２

� 保安林として指定された目的

干害の防備

� 解除の理由

指定理由の消滅

�������
�愛媛県告示第２６７号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第１項の規定に基づき、

国土地理院長から次のとおり基本測量を実施する旨の通知があった。

平成３１年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 基本測量（電子国土基本図（地図情報）修正）

基本測量（国土広域情報 修正）

２ 作業期間 平成３１年４月１日から

平成３２年３月３１日まで

３ 作業地域 愛媛県全域

�愛媛県訓令第３号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県処務細則の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県処務細則の一部を改正する訓令

愛媛県処務細則（昭和２９年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（出勤）

第３６条 職員は、定刻までに出勤しなければ

ならない。

（勤務時間記録簿の作成）

第３６条の２ 所属長は、勤務時間記録簿（様式第１号）を作成しな

ければならない。

（勤務時間記録簿等の整理保管等）

第３８条 前２条に規定する勤務時間記録簿等は、所属長が整理保管

の任に当たる。

２ 勤務時間記録簿等の整理保管の方法、休暇承認の手続等につい

ては、別に定める。

（勤務時間記録簿等の検査等）

第３９条 人事課長は、必要と認めるときは、前条第１項の整理保管

者に対し、勤務時間記録簿等の提出を求め、又は検査をすること

ができる。

（転地療養及び証人、鑑定人等としての出頭）

第４０条 転地療養のため県内を離れようとする者は、第３７条の承認

を受ける際、転地療養届（様式第５号）を、医師の診断書を添え

て、提出しなければならない。

２ 職員の証人、参考人又は鑑定人等として国会、裁判所、地方公

共団体の議会その他の官公署の召喚に応じようとするときは、第

３７条の承認を受ける際その旨を所属長に召喚状を提示して届け出

なければならない。

（出勤）

第３６条 職員は、定刻までに出勤し、備付けの出勤簿（様式第１

号）に自ら押印しなければならない。

（出勤簿等 の整理保管等）

第３８条 前２条に規定する出勤簿等は、課長 が整理保管

の任に当たる。

２ 出勤簿等 の整理保管の方法、休暇承認の手続等につい

ては別に 定める。

（出勤簿 の検査等）

第３９条 人事課長は、必要と認めるときは、前条第１項の整理保管

者に対し、出勤簿等 の提出を求め、又は検査をすること

ができる。

（転地療養及び証人、鑑定人等としての出頭）

第４０条 転地療養のため県内を離れようとする者は、第３６条の承認

を受ける際、転地療養届（様式第５号）を、医師の診断書を添え

て、提出しなければならない。

２ 職員の証人、参考人又は鑑定人等として国会、裁判所、地方公

共団体の議会その他の官公署の召喚に応じようとするときは、第

３６条の承認を受ける際その旨を所属長に召喚状を提示して届け出

なければならない。

愛 媛 県 報平成３１年３月２９日 第３０６４号

２２３



様式第１号を次のように改める。

愛 媛 県 報平成３１年３月２９日 第３０６４号

２２４



様式第１号（第３６条の２関係） 勤務時間記録簿
愛

媛
県

報
平
成
３１
年
３
月
２９
日

第
３０６４

号

２２５



教育委員会規則
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附 則

この訓令は、平成３１年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第１号
技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県教育委員会

教育長 三 好 伊佐夫

技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部を改正する規則

技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則（昭和２７年愛媛県教育委員会規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第２号
愛媛県文化財保護条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県教育委員会

教育長 三 好 伊佐夫

愛媛県文化財保護条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県文化財保護条例施行規則（昭和３２年愛媛県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（年次有給休暇）

第５条 省略

２ 省略

３ 所属長は、第１項の規定による年次休暇（同項の規定により付

与される年次休暇の日数が１０日以上である職員に係るものに限

る。）の日数のうち５日（前項の規定により年次休暇を与えた場

合においては、当該与えた年次休暇の日数（当該日数が５日を超

える場合には、５日とする。）を差し引いた日数）については、

職員ごとにその時期を定めることにより与えるものとする。

４ 省略

第１１条 省略

（時間外勤務を命ずる時間及び月の上限）

第１１条の２ 職員に正規の勤務時間外の勤務を命ずる場合における

当該勤務を命ずる時間及び月数の上限については、人事委員会規

則第１０条の２の２の例による。

（年次有給休暇）

第５条 省略

２ 省略

３ 省略

第１１条 省略

改 正 後 改 正 前

（管理責任者選任等の届出）

第６条 条例第１２条第３項の規定による管理責任者を選任、変更又

は解任したときの届出は、様式第３号によらなければならない。

様式第３号（第６条関係）

（選任）

愛媛県指定有形文化財管理責任者（変更）届

（解任）

省略

（管理責任者選任 の届出）

第６条 条例第１２条第３項の規定による管理責任者を選任又は

解任したときの届出は、様式第３号によらなければならない。

様式第３号（第６条関係）

（選任）

愛媛県指定有形文化財管理責任者 届

（解任）

省略
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附 則

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第３号
愛媛県教育職員の免許に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県教育委員会

教育長 三 好 伊佐夫

愛媛県教育職員の免許に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県教育職員の免許に関する規則（昭和３７年愛媛県教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（選任）

次のとおり管理責任者を（変更）したから、愛媛県文化財保

（解任）

護条例（昭和３２年愛媛県条例第１１号）第１２条第３項の規定によ

り、お届けします。

（選任）

次のとおり管理責任者を したから、愛媛県文化財保

（解任）

護条例（昭和３２年愛媛県条例第１１号）第１２条第３項の規定によ

り、お届けします。

省略 省略

旧管理責任者の住所及び氏名 管理責任者 の住所及び氏名

新管理責任者の住所及び氏名

（選任）

（変更） の年月日

（解任）

（選任）

の年月日

（解任）

（選任）

（変更） の理由

（解任）

（選任）

の理由

（解任）

省略 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

第５条 教育職員検定により普通免許状の授与を受ける場合の単位

の修得方法は、別表第１から別表第１０までに定めるところによ

る。

（単位の修得方法）

第５条 他の種類の免許状を取得する場合の単位の修得方法につい

ては、次の表（第１表から第２４表まで）の定めるところによる。

第１表

免許

状授

与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関する

科目

教職に関する科

目

教科又

は教職

に関す

る科目

単

位

数

最低修得

単位の配

分

単

位

数

最低修得単

位の配分
単位数

法別

表第

３

幼稚

園教

諭１

種免

許状

５ ４５ ４ 法施行規

則第２条

第１項に

定めると

ころによ

る。

２０ 第１５表によ

る。

６

６ ４０ ４ 同上 １８ 同上 ５

７ ３５ ３ 同上 １６ 同上 ５
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８ ３０ ３ 同上 １４ 同上 ４

９ ２５ ２ 同上 １３ 同上 ４

１０ ２０ ２ 同上 １１ 同上 ３

１１ １５ １ 同上 ９ 同上 ３

１２ １０ １ 同上 ７ 同上 ２

幼稚

園教

諭２

種免

許状

６ ４５ ５ 同上 ３０ 同上

７ ４０ ４ 同上 ２７ 同上

８ ３５ ４ 同上 ２４ 同上

９ ３０ ３ 同上 ２１ 同上

１０ ２５ ３ 同上 １８ 同上

１１ ２０ ２ 同上 １５ 同上

１２ １５ ２ 同上 １２ 同上

１３ １０ １ 同上 ９ 同上

第２表

免許

状授

与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関する

科目

教職に関する科

目

教科又

は教職

に関す

る科目

単

位

数

最低修得

単位の配

分

単

位

数

最低修得単

位の配分
単位数

法別

表第

３

小学

校教

諭１

種免

許状

５ ４５ ４ 法施行規

則第３条

第１項に

定めると

ころによ

る。

２１ 第１６表によ

る。

５

６ ４０ ４ 同上 １９ 同上 ５

７ ３５ ３ 同上 １７ 同上 ４

８ ３０ ３ 同上 １５ 同上 ４

９ ２５ ２ 同上 １３ 同上 ３

１０ ２０ ２ 同上 １１ 同上 ３

１１ １５ １ 同上 ９ 同上 ２

１２ １０ １ 同上 ７ 同上 ２

小学

校教

諭２

種免

許状

６ ４５ ４ 同上 ２９ 同上 ２

７ ４０ ４ 同上 ２６ 同上 ２

８ ３５ ３ 同上 ２３ 同上 ２

９ ３０ ３ 同上 ２０ 同上 ２

１０ ２５ ２ 同上 １７ 同上 １

１１ ２０ ２ 同上 １４ 同上 １

１２ １５ １ 同上 １１ 同上 １

１３ １０ １ 同上 ８ 同上 １

第３表

免許

状授

受け

よう

とす

る免

在

職

総

単

教科に関する

科目

教職に関する

科目

教科又

は教職

に関す

る科目
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与の

根拠

許状

の種

類

年

数

位

数

単

位

数

最低修得

単位の配

分

単

位

数

最低修得単

位の配分
単位数

法別

表第

３

中学

校教

諭１

種免

許状

５ ４５ １０ 第１４表に

よる。

１６ 第１７表によ

る。

４

６ ４０ ９ 同上 １４ 同上 ４

７ ３５ ８ 同上 １３ 同上 ３

８ ３０ ７ 同上 １１ 同上 ３

９ ２５ ６ 同上 １０ 同上 ３

１０ ２０ ５ 同上 ８ 同上 ３

１１ １５ ４ 同上 ７ 同上 ２

１２ １０ ３ 同上 ５ 同上 ２

中学

校教

諭２

種免

許状

６ ４５ １０ 同上 ２１ 同上 ４

７ ４０ ９ 同上 １９ 同上 ４

８ ３５ ８ 同上 １７ 同上 ３

９ ３０ ７ 同上 １５ 同上 ３

１０ ２５ ６ 同上 １２ 同上 ２

１１ ２０ ５ 同上 １０ 同上 ２

１２ １５ ４ 同上 ８ 同上 １

１３ １０ ３ 同上 ６ 同上 １

第４表

免許

状授

与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関する

科目

教職に関する

科目

教科又

は教職

に関す

る科目

単

位

数

最低修得単

位の配分

単

位

数

最低修得単

位の配分
単位数

法別

表第

３

高等

学校

教諭

１種

免許

状

５ ４５ １０ 第１４表によ

る。

１２ 第１８表によ

る。

８

６ ４０ ９ 同上 １１ 同上 ７

７ ３５ ８ 同上 １０ 同上 ７

８ ３０ ７ 同上 ９ 同上 ６

９ ２５ ６ 同上 ７ 同上 ５

１０ ２０ ５ 同上 ６ 同上 ４

１１ １５ ４ 同上 ５ 同上 ４

１２ １０ ３ 同上 ４ 同上 ３

第５表

免

許

状

授

与

の

根

拠

受けよう

とする免

許状の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関す

る科目

教職に関す

る科目

備考単

位

数

最低修

得単位

の配分

単

位

数

最低修

得単位

の配分
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法

附

則

第

５

項

中学校教

諭１種免

許状

基礎資格

番号

１号

１０ １０ ４ 第１４表

に よ

る。

６ 第１７表

に よ

る。

旧中教 所有者

免

旧実免

中学校教

諭１種免

許状

基礎資格

番号

２号

３ １０ ４ 同上 ６ 同上 専４卒の者

中学校教

諭１種免

許状

基礎資格

番号

３号

１０ ４ 同上 ６ 同上 旧学士 所有者

旧学位

高等学校

教諭専修

免許状

基礎資格

番号

４号

５ １０ ６ 同上 ４ 第１８表

に よ

る。

専４卒の者

高等学校

教諭専修

免許状

基礎資格

番号

５号

１ １０ ４ 同上 ６ 同上 旧学士・旧学位

所有者

第６表

免許

状授

与の

根拠

受けようとす

る免許状の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関する

科目

教職に関する科

目

単

位

数

最低修得

単位の配

分

単

位

数

最低修得単

位の配分

法附

則第

９項

高等学校教諭

１種 免 許 状

（実習）

（イ）

３ １０ ５ 第１４表に

よる。

５ 第１８表によ

る。

高等学校教諭

１種 免 許 状

（実習）

（ロ）

３ １０ ５ 同上 ５ 同上

高等学校教諭

１種 免 許 状

（実習）

（ハ）

６ １０ ５ 同上 ５ 同上

高等学校教諭

１種免許状

３ １０ ５ 同上 ５ 同上
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（実習）

（ニ）

第７表

免許

状授

与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関する

科目

教職に関する

科目

教科又は

教職に関

する科目

単

位

数

最低修得単

位の配分

単

位

数

最低修得単

位の配分
単位数

法施

行規

則第

１２条

（大

学３

年以

上在

学

者）

幼稚

園教

諭１

種免

許状

３ ２５ ２ 法施行規則

第２条第１

項に定める

ところによ

る。

１２ 第１５表によ

る。

６

４ ２０ ２ 同上 １０ 同上 ５

５ １５ １ 同上 ９ 同上 ３

６ １０ １ 同上 ７ 同上 ２

小学

校教

諭１

種免

許状

３ ２５ ２ 法施行規則

第３条第１

項に定める

ところによ

る。

１３ 第１６表によ

る。

５

４ ２０ ２ 同上 １１ 同上 ４

５ １５ １ 同上 ９ 同上 ３

６ １０ １ 同上 ７ 同上 ２

中学

校教

諭１

種免

許状

３ ２５ ６ 第１４表によ

る。

１０ 第１７表によ

る。

４

４ ２０ ５ 同上 ８ 同上 ３

５ １５ ４ 同上 ７ 同上 ３

６ １０ ３ 同上 ５ 同上 ２

高等

学校

教諭

１種

免許

状

３ ２５ ５ 同上 ７ 第１８表によ

る。

８

４ ２０ ４ 同上 ６ 同上 ６

５ １５ ４ 同上 ５ 同上 ５

６ １０ ３ 同上 ４ 同上 ３

第８表

免許状

授与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関する

科目

教職に関する

科目

教科又

は教職

に関す

る科目

単

位

数

最低修得単

位の配分

単

位

数

最低修得単

位の配分
単位数

２９年改

正法附

則第８

項

高等

学校

教諭

１種

１０ ９０ ２０ 法施行規則

第５条に定

めるところ

による。

２４ 第１８表によ

る。

１６
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免許

状

１１ ８５ １９ 第１４表によ

る。

２３ 同上 １５

１２ ８０ １８ 同上 ２２ 同上 １４

１３ ７５ １７ 同上 ２０ 同上 １４

１４ ７０ １６ 同上 １９ 同上 １３

１５ ６５ １５ 同上 １８ 同上 １２

１６ ６０ １４ 同上 １７ 同上 １１

１７ ５５ １３ 同上 １５ 同上 １０

１８ ５０ １２ 同上 １４ 同上 １０

１９ ４５ １０ 同上 １３ 同上 ９

２０ ４０ ９ 同上 １２ 同上 ８

２１ ３５ ８ 同上 １０ 同上 ７

２２ ３０ ７ 同上 ９ 同上 ６

２３ ２５ ６ 同上 ８ 同上 ５

２４ ２０ ５ 同上 ７ 同上 ５

２５ １５ ４ 同上 ５ 同上 ４

２６ １０ ３ 同上 ４ 同上 ３

法施行

規則附

則第３４

項（看

護師養

成施設

３年制

卒 業

者）

高等

学校

教諭

１種

免許

状

４ ４５ １０ 同上 １２ 同上 ８

５ ４０ ９ 同上 １１ 同上 ７

６ ３５ ８ 同上 １０ 同上 ７

７ ３０ ７ 同上 ９ 同上 ６

８ ２５ ６ 同上 ７ 同上 ５

９ ２０ ５ 同上 ６ 同上 ４

１０ １５ ４ 同上 ５ 同上 ４

１１ １０ ３ 同上 ４ 同上 ３

法施行

規則附

則第３４

項（看

護師養

成施設

２年制

卒 業

者）

高等

学校

教諭

１種

免許

状

６ ６０ １３ 同上 １６ 同上 １１

７ ５５ １２ 同上 １５ 同上 １０

８ ５０ １１ 同上 １４ 同上 ９

９ ４５ １０ 同上 １２ 同上 ９

１０ ４０ ９ 同上 １１ 同上 ８

１１ ３５ ８ 同上 １０ 同上 ７

１２ ３０ ７ 同上 ９ 同上 ６

１３ ２５ ６ 同上 ８ 同上 ５

１４ ２０ ５ 同上 ６ 同上 ５

１５ １５ ４ 同上 ５ 同上 ４

１６ １０ ３ 同上 ４ 同上 ３

２９年改

正法附

則第１１

項

小学

校教

諭２

種免

許状

３ １５ ５ 法施行規則

第３条第１

項に定める

ところによ

る。

５ 第１６表によ

る。

４ １０ １ 同上 ８ 同上 １

中学

校教

３ １５ １０ 第１４表によ

る。
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諭２

種免

許状

４ １０ ３ 同上 ６ 第１７表によ

る。

１

幼稚

園教

諭２

種免

許状

３ １５ ５ 法施行規則

第２条第１

項に定める

ところによ

る。

５ 第１５表によ

る。

４ １０ １ 同上 ９ 同上

２９年改

正法附

則第１２

項

小学

校教

諭２

種免

許状

１ １０ ５ 法施行規則

第３条第１

項に定める

ところによ

る。

５ 第１６表によ

る。

幼稚

園教

諭２

種免

許状

１ １０ ５ 法施行規則

第２条第１

項に定める

ところによ

る。

５ 第１５表によ

る。

２９年改

正法附

則第１３

項

小学

校教

諭２

種免

許状

５ １０ ５ 法施行規則

第３条第１

項に定める

ところによ

る。

５ 第１６表によ

る。

第９表

免許

状授

与の

根拠

受けようと

する免許状

の種類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関す

る科目

教職に関する

科目

備考単

位

数

最低修得

単位の配

分

単

位

数

最低修得

単位の配

分

法別

表第

５

中学校教諭

１種免許状

（実習）

３ １５ １０ 第１４表に

よる。

５ 第１７表に

よる。

４ １０ ５ 同上 ５ 同上

中学校教諭

２種免許状

（実習）

６ ２０ １０ 同上 １０ 同上

７ １５ ８ 同上 ７ 同上

８ １０ ５ 同上 ５ 同上

高等学校教

諭１種免許

状（実習）

３ １０ ５ 同上 ５ 第１８表に

よる。

高等学校教

諭１種免許

状（実習）

６ １０ ５ 同上 ５ 同上 ２９年改

正法附

則第８

項該当

者

備

考

４

中学校教諭

２種免許状

（実習）

６ １０ ５ 同上 ５ 第１７表に

よる。

備考４

該当者

（高等

学校卒

業者）
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第１０表

免許

状授

与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

養護に関する科目
教職に関す

る科目

養護又

は教職

に関す

る科目

単

位

数

最低修得単位

の配分

単

位

数

最低修

得単位

の配分

単位数

法別

表第

６

養護

教諭

１種

免許

状

３ ２０ ８ 衛生学及び公

衆衛生学（予

防医学を含

む。）１、看

護学（救急処

置を含む。）

２

６ 第１９表

に よ

る。

２

４ １５ ６ 看護学（救急

処 置 を 含

む。）２

５ 同上 ２

５ １０ ４ 看護学（救急

処 置 を 含

む。）１

３ 同上 １

養護

教諭

２種

免許

状

６ ３０ １４ 衛生学及び公

衆衛生学（予

防医学を含

む。）１、健

康相談活動の

理論及び方法

１、栄 養 学

（食品学を含

む。）１、解

剖学及び生理

学１、「微生

物 学、免 疫

学、薬 理 概

論」１、精神

保健１、看護

学（救急処置

を含む。）５

８ 同上 ２

７ ２５ １２ 同上 ７ 同上 ２

８ ２０ ９ 看護学（救急

処 置 を 含

む。）３

５ 同上 １

９ １５ ７ 看護学（救急

処 置 を 含

む。）２

４ 同上 １

１０ １０ ５ 同上 ３ 同上 １

備

考

１

養護

教諭

１種

免許

１ １０ ４ 衛生学及び公

衆衛生学（予

防医学を含

む。）、学校

３ 法施行

規則第

１０条の

表第３
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状 保健、養護概

説及び栄養学

（食品学を含

む。）のうち

３

欄に規

定する

科目２

備

考

２

養護

教諭

２種

免許

状

１０ ４ ３ 同上

法

施

行

規

則

第

１２

条

（

大

学

３

年

以

上

在

学

者

）

養護

教諭

１種

免許

状

１ １０ ４ 看護学（救急

処 置 を 含

む。）１

３ 第１９表

に よ

る。

２

２９

年

改

正

法

附

則

第

１８

項

養護

教諭

２種

免許

状

３ １０ ６ 衛生学及び公

衆衛生学（予

防医学を含

む。）１、栄

養学（食品学

を 含 む。）

１、「学校保

健、養 護 概

説」１

２ 法施行

規則第

１０条の

表第３

欄に規

定する

科目２

備考１ 「 」内に表示された養護に関する科目の単位の修得

は、当該養護に関する科目の１以上にわたつて行うもの

とする。

２ 法施行規則第１０条の表第３欄に規定する科目は、教育の

理念並びに教育に関する歴史及び思想並びに幼児、児童及

び生徒の心身の発達及び学習の過程（障害のある幼児、児

童及び生徒の心身の発達及び学習の過程を含む。）のうち

１以上の事項を含むものとする。

第１１表

管理栄養士

学校指定規

則（昭和４１

年文部省・
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免許

状授

与の

根拠

受けよう

とする免

許状の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

厚生省令第

２号）別表

第１に掲げ

る教育内容

に係る科目

栄養に係る

教育に関す

る科目

教職に関

する科目

単

位

数

最低修得

単位の配

分

単

位

数

最低修

得単位

の配分

単

位

数

最低修

得単位

の配分

法別

表第

６の

２

栄養教諭

１種免許

状

３ ４０ ３２

当該教育

内容に係

る科目の

うち１以

上の科目

２

法施行

規則第

１０条の

３に定

めると

ころに

よる。

６

第２０表

に よ

る。

４ ３５ ２８ 同上 ２ 同上 ５ 同上

５ ３０ ２４ 同上 ２ 同上 ４ 同上

６ ２５ ２０ 同上 ２ 同上 ３ 同上

７ ２０ １６ 同上 １ 同上 ３ 同上

８ １５ １２ 同上 １ 同上 ２ 同上

９ １０ ７ 同上 １ 同上 ２ 同上

備

考

栄養教諭

１種免許

状

３ ８ ２ 同上 ６ 同上

第１２表

免許

状授

与の

根拠

受けようとす

る免許状の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

特別支援教育に関する科目

特別

支援

教育

の基

礎理

論に

関す

る科

目

特別支援教

育領域に関

する科目

免許状に定

められるこ

ととなる特

別支援教育

領域以外の

領域に関す

る科目

心身

に障

害の

ある

幼

児、

児童

又は

生徒

の心

理、

生理

及び

病理

に関

する

科目

心身

に障

害の

ある

幼

児、

児童

又は

生徒

の教

育課

程及

び指

導法

に関

する

科目

心身

に障

害の

ある

幼

児、

児童

又は

生徒

の心

理、

生理

及び

病理

に関

する

科目

心身

に障

害の

ある

幼

児、

児童

又は

生徒

の教

育課

程及

び指

導法

に関

する

科目
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法別

表第

７

特別

支援

学校

教諭

専修免

許状

３ １５ １ １ １

１種免

許状

３ ６ １ １ １

２種免

許状

３ ６ １ １ １

２９年

改正

法附

則第

１７項

特別支援学校

教諭１種免許

状

３ ４ １ １ １

第１３表

免

許

状

授

与

の

根

拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

有する

ことを

必要と

する学

校の免

許状

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関す

る科目

教職に関す

る科目

教科又は教

職に関する

科目

単

位

数

最低修

得単位

の配分

単

位

数

最低修

得単位

の配分

単

位

数

最低修

得単位

の配分

法

施

行

規

則

第

１８

条

の

２

の

表

備

考

第

４

号

幼稚

園教

諭２

種免

許状

小学校

教諭普

通免許

状

１ ３ ３ 第２１表

に よ

る。

小学

校教

諭２

種免

許状

幼稚園

教諭普

通免許

状

１ １０ １０ 第２２表

に よ

る。

２ ７ ７ 同上

中学校

教諭普

通免許

状

１ ９ ９ 同上

２ ６ ６ 同上

中学

校教

諭２

種免

許状

小学校

教諭普

通免許

状

１ １１ ７ 法施行

規則第

１８条の

２の表

備考第

１号に

定める

ところ

に よ

る。

４ 第２３表

に よ

る。

２ ８ ５ 同上 ３ 同上

３ ７ ５ 同上 ２ 同上

高等学

校教諭

普通免

許状

１ ６ ３ 同上 ３ 法施行

規則第

１８条の

２の表

備考第
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３号に

定める

ところ

に よ

る。

２ ５ ３ 同上 ２ 同上

高等

学校

教諭

１種

免許

状

中学校

教論普

通免許

状（２

種免許

状を除

く。）

１ ９ ３ 第２４表

に よ

る。

６ 同上

２ ６ ２ 同上 ４ 同上

第１４表

免許状

の種類

免許教

科
単位数

最低修得単位の配分

科目数 対象とする科目

中学校

教諭１

種免許

状

国語 １０ ２科目

以上

法施行規則第４条の表国語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

３～９ １科目

以上

同上

社会 ８～１０ ２科目

以上

法施行規則第４条の表社会

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

３～７ １科目

以上

同上

数学 ８～１０ ２科目

以上

法施行規則第４条の表数学

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

３～７ １科目

以上

同上

理科 １０ ４科目

以上

法施行規則第４条の表理科

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

８～９ ３科目

以上

同上

５～７ ２科目

以上

同上

３～４ １科目

以上

同上

音楽 ８～１０ ２科目

以上

法施行規則第４条の表音楽

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

３～７ １科目

以上

同上

美術 ８～１０ ２科目

以上

法施行規則第４条の表美術

の項第２欄に規定する教科

に関する科目
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３～７ １科目

以上

同上

保健体

育

８～１０ ２科目

以上

法施行規則第４条の表保健

体育の項第２欄に規定する

教科に関する科目

３～７ １科目

以上

同上

保健 ３～１０ １科目

以上

法施行規則第４条の表保健

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

技術 １０ ３科目

以上

法施行規則第４条の表技術

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

７～９ ２科目

以上

同上

３～６ １科目

以上

同上

家庭 ８～１０ ２科目

以上

法施行規則第４条の表家庭

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

３～７ １科目

以上

同上

職業又

は職業

実習

１０ ２科目

以上

法施行規則第４条の表職業

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

３～９ １科目

以上

同上

職業指

導

３～１０ １科目

以上

法施行規則第４条の表職業

指導の項第２欄に規定する

教科に関する科目

英語 １０ ２科目

以上

法施行規則第４条の表英語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

３～９ １科目

以上

同上

宗教 ３～１０ １科目

以上

法施行規則第４条の表宗教

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

中学校

教諭２

種免許

状

国語 １０ ４科目

以上

法施行規則第４条の表国語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

８～９ ３科目

以上

同上

５～７ ２科目

以上

同上

３～４ １科目

以上

同上
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社会 １０ ５科目

以上

法施行規則第４条の表社会

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

８～９ ４科目

以上

同上

６～７ ３科目

以上

同上

４～５ ２科目

以上

同上

３ １科目

以上

同上

数学 １０ ５科目

以上

法施行規則第４条の表数学

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

８～９ ４科目

以上

同上

６～７ ３科目

以上

同上

４～５ ２科目

以上

同上

３ １科目

以上

同上

理科 １０ ８科目

以上

法施行規則第４条の表理科

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

９ ７科目

以上

同上

８ ６科目

以上

同上

７ ５科目

以上

同上

５～６ ４科目

以上

同上

４ ３科目

以上

同上

３ ２科目

以上

同上

音楽 １０ ５科目

以上

法施行規則第４条の表音楽

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

８～９ ４科目

以上

同上

６～７ ３科目

以上

同上

４～５ ２科目

以上

同上

３ １科目

以上

同上
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美術 １０ ５科目

以上

法施行規則第４条の表美術

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

８～９ ４科目

以上

同上

６～７ ３科目

以上

同上

４～５ ２科目

以上

同上

３ １科目

以上

同上

保健体

育

１０ ５科目

以上

法施行規則第４条の表保健

体育の項第２欄に規定する

教科に関する科目

８～９ ４科目

以上

同上

６～７ ３科目

以上

同上

４～５ ２科目

以上

同上

３ １科目

以上

同上

保健 １０ ３科目

以上

法施行規則第４条の表保健

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

７～９ ２科目

以上

同上

３～６ １科目

以上

同上

技術 １０ ６科目

以上

法施行規則第４条の表技術

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

９ ５科目

以上

同上

７～８ ４科目

以上

同上

５～６ ３科目

以上

同上

４ ２科目

以上

同上

３ １科目

以上

同上

家庭 １０ ５科目

以上

法施行規則第４条の表家庭

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

８～９ ４科目

以上

同上

６～７ ３科目

以上

同上
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４～５ ２科目

以上

同上

３ １科目

以上

同上

職業又

は職業

実習

１０ ４科目

以上

法施行規則第４条の表職業

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

８～９ ３科目

以上

同上

５～７ ２科目

以上

同上

３～４ １科目

以上

同上

職業指

導

１０ ３科目

以上

法施行規則第４条の表職業

指導の項第２欄に規定する

教科に関する科目

７～９ ２科目

以上

同上

３～６ １科目

以上

同上

英語 １０ ４科目

以上

法施行規則第４条の表英語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

８～９ ３科目

以上

同上

５～７ ２科目

以上

同上

３～４ １科目

以上

同上

宗教 １０ ３科目

以上

法施行規則第４条の表宗教

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

７～９ ２科目

以上

同上

３～６ １科目

以上

同上

高等学

校教諭

１種免

許状

国語 １４～１９ ２科目

以上

法施行規則第５条の表国語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

３～１３ １科目

以上

同上

地理歴

史

１５～１９ ３科目

以上

法施行規則第５条の表地理

歴史の項第２欄に規定する

教科に関する科目

１０～１４ ２科目

以上

同上

３～９ １科目

以上

同上
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公民 １４～１９ ２科目

以上

法施行規則第５条の表公民

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

３～１３ １科目

以上

同上

数学 １６～１９ ４科目

以上

法施行規則第５条の表数学

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

１２～１５ ３科目

以上

同上

８～１１ ２科目

以上

同上

３～７ １科目

以上

同上

理科 １６～１９ ４科目

以上

法施行規則第５条の表理科

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

１２～１５ ３科目

以上

同上

８～１１ ２科目

以上

同上

３～７ １科目

以上

同上

音楽 １６～１９ ４科目

以上

法施行規則第５条の表音楽

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

１２～１５ ３科目

以上

同上

８～１１ ２科目

以上

同上

３～７ １科目

以上

同上

美術 １５～１９ ３科目

以上

法施行規則第５条の表美術

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

１０～１４ ２科目

以上

同上

３～９ １科目

以上

同上

工芸 １５～１９ ３科目

以上

法施行規則第５条の表工芸

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

１０～１４ ２科目

以上

同上

３～９ １科目

以上

同上

書道 １５～１９ ３科目

以上

法施行規則第５条の表書道

の項第２欄に規定する教科

に関する科目
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１０～１４ ２科目

以上

同上

３～９ １科目

以上

同上

保健体

育

１６～１９ ４科目

以上

法施行規則第５条の表保健

体育の項第２欄に規定する

教科に関する科目

１２～１５ ３科目

以上

同上

８～１１ ２科目

以上

同上

３～７ １科目

以上

同上

保健 １４～１９ ２科目

以上

法施行規則第５条の表保健

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

３～１３ １科目

以上

同上

看護又

は看護

実習

１４～１９ ２科目

以上

法施行規則第５条の表看護

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

３～１３ １科目

以上

同上

家庭又

は家庭

実習

１７～１９ ５科目

以上

法施行規則第５条の表家庭

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

１４～１６ ４科目

以上

同上

１０～１３ ３科目

以上

同上

７～９ ２科目

以上

同上

３～６ １科目

以上

同上

情報又

は情報

実習

１７～１９ ５科目

以上

法施行規則第５条の表情報

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

１４～１６ ４科目

以上

同上

１０～１３ ３科目

以上

同上

７～９ ２科目

以上

同上

３～６ １科目

以上

同上

農業又

は農業

実習

３～１９ １科目

以上

法施行規則第５条の表農業

の項第２欄に規定する教科

に関する科目
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工業又

は工業

実習

３～１９ １科目

以上

法施行規則第５条の表工業

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

商業又

は商業

実習

３～１９ １科目

以上

法施行規則第５条の表商業

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

水産又

は水産

実習

３～１９ １科目

以上

法施行規則第５条の表水産

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

福祉又

は福祉

実習

１８～１９ ６科目

以上

法施行規則第５条の表福祉

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

１５～１７ ５科目

以上

同上

１２～１４ ４科目

以上

同上

９～１１ ３科目

以上

同上

６～８ ２科目

以上

同上

３～５ １科目

以上

同上

商船又

は商船

実習

３～１９ １科目

以上

法施行規則第５条の表商船

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

職業指

導

１４～１９ ２科目

以上

法施行規則第５条の表職業

指導の項第２欄に規定する

教科に関する科目

３～１３ １科目

以上

同上

英語 １５～１９ ３科目

以上

法施行規則第５条の表英語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

１０～１４ ２科目

以上

同上

３～９ １科目

以上

同上

宗教 １４～１９ ２科目

以上

法施行規則第５条の表宗教

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

３～１３ １科目

以上

同上

第１５表

受けよ

うとす

る免許

状の種

類

単位

数

最低修得単位数

教職の意

義等に関

する科目

教育の基

礎理論に

関する科

目

教育課程

及び指導

法に関す

る科目

生徒指導、

教育相談及

び進路指導

等に関する

科目
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幼稚園

教諭１

種免許

状

２０ ４ １０ １

１８ ４ ９ １

１６ ３ ８

１４ ３ ７

１３ ２ ６

１２ ２ ６

１１ ２ ５

１０ ２ ５

９ ２ ４

７ １ ３

幼稚園

教諭２

種免許

状

３０ ６ １２ ２

２７ ６ １２ ２

２４ ５ １０ １

２１ ４ ９ １

１８ ４ ８ １

１５ ３ ６ １

１２ ２ ５

９ ２ ４

５ １ ２

備考１ 教職の意義等に関する科目は、教職の意義及び教員の

役割、教員の職務内容（研修、服務及び身分保障等を含

む。）並びに進路選択に資する各種の機会の提供等の事

項を１以上含むものとする。

２ 教育の基礎理論に関する科目は、教育の理念並びに教

育に関する歴史及び思想、幼児、児童及び生徒の心身の

発達及び学習の過程（障害のある幼児、児童及び生徒の

心身の発達及び学習の過程を含む。）並びに教育に関す

る社会的、制度的又は経営的事項の事項を１以上含むも

のとする。

３ 教育課程及び指導法に関する科目は、教育課程の意義

及び編成の方法、保育内容の指導法並びに教育の方法及

び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）の事項を１

以上含むものとする。

４ 生徒指導、教育相談及び進路指導等に関する科目は、

幼児理解の理論及び方法並びに教育相談（カウンセリン

グに関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法の事

項を１以上含むものとする。

第１６表

受けよ

うとす

る免許

状の種

類

単

位

数

最低修得単位数

教職の意義

等に関する

科目

教育の基礎

理論に関す

る科目

教育課程

及び指導

法に関す

る科目

生徒指導、

教育相談及

び進路指導

等に関する

科目

小学校

教諭１

種免許

状

２１ ４ １１ ２

１９ ３ １０ １

１７ ３ ９ １

１５ ２ ８ １
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１３ ２ ６ １

１１ ２ ５ １

９ １ ４

７ １ ３

小学校

教諭２

種免許

状

２９ ５ １３ ３

２６ ５ １１ ３

２３ ４ １０ ２

２０ ３ ９ ２

１７ ３ ７ ２

１４ ２ ６ １

１１ ２ ４ １

８ １ ３ １

５ ２

備考１ 教職の意義等に関する科目は、教職の意義及び教員の

役割、教員の職務内容（研修、服務及び身分保障等を含

む。）並びに進路選択に資する各種の機会の提供等の事

項を１以上含むものとする。

２ 教育の基礎理論に関する科目は、教育の理念並びに教

育に関する歴史及び思想、幼児、児童及び生徒の心身の

発達及び学習の過程（障害のある幼児、児童及び生徒の

心身の発達及び学習の過程を含む。）並びに教育に関す

る社会的、制度的又は経営的事項の事項を１以上含むも

のとする。

３ 教育課程及び指導法に関する科目は、教育課程の意義

及び編成の方法、各教科の指導法、道徳の指導法、特別

活動の指導法並びに教育の方法及び技術（情報機器及び

教材の活用を含む。）の事項を１以上含むものとする。

４ 生徒指導、教育相談及び進路指導等に関する科目は、

生徒指導の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに

関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進

路指導の理論及び方法の事項を１以上含むものとする。

第１７表

受けよ

うとす

る免許

状の種

類

単

位

数

最低修得単位数

教職の意義

等に関する

科目

教育の基礎

理論に関す

る科目

教育課程

及び指導

法に関す

る科目

生徒指導、

教育相談及

び進路指導

等に関する

科目

中学校

教諭１

種免許

状

１６ ４ ６ ２

１４ ３ ５ １

１３ ３ ５ １

１１ ２ ４ １

１０ ２ ３ １

８ ２ ３ １

７ １ ２

６ １ ２

５ １ １
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中学校

教諭２

種免許

状

２１ ６ ４ ４

１９ ５ ３ ３

１７ ４ ３ ３

１５ ４ ２ ２

１２ ３ ２ ２

１０ ２ １ １

８ ２ １ １

７ ２ １ １

６ １ １ １

５ １

備考１ 教職の意義等に関する科目は、教職の意義及び教員の

役割、教員の職務内容（研修、服務及び身分保障等を含

む。）並びに進路選択に資する各種の機会の提供等の事

項を１以上含むものとする。

２ 教育の基礎理論に関する科目は、教育の理念並びに教

育に関する歴史及び思想、幼児、児童及び生徒の心身の

発達及び学習の過程（障害のある幼児、児童及び生徒の

心身の発達及び学習の過程を含む。）並びに教育に関す

る社会的、制度的又は経営的事項の事項を１以上含むも

のとする。

３ 教育課程及び指導法に関する科目は、教育課程の意義

及び編成の方法、各教科の指導法、道徳の指導法、特別

活動の指導法並びに教育の方法及び技術（情報機器及び

教材の活用を含む。）の事項を１以上含むものとする。

４ 生徒指導、教育相談及び進路指導等に関する科目は、

生徒指導の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに

関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進

路指導の理論及び方法の事項を１以上含むものとする。

第１８表

受けよ

うとす

る免許

状の種

類

単

位

数

最低修得単位数

教職の意義

等に関する

科目

教育の基礎

理論に関す

る科目

教育課程

及び指導

法に関す

る科目

生徒指導、

教育相談及

び進路指導

等に関する

科目

高等学

校教諭

１種免

許状

２４ ８ ６ ４

２３ ８ ６ ４

２２ ７ ５ ３

２１ ７ ５ ３

２０ ６ ５ ３

１９ ６ ４ ３

１８ ６ ４ ３

１７ ５ ４ ２

１６ ５ ４ ２

１５ ５ ３ ２

１４ ４ ３ ２

１３ ４ ３ ２

１２ ４ ３ ２
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１１ ３ ２ １

１０ ３ ２ １

９ ３ ２ １

８ ２ ２ １

７ ２ １ １

６ ２ １ １

５ １ １

４ １ １

備考１ 教職の意義等に関する科目は、教職の意義及び教員の

役割、教員の職務内容（研修、服務及び身分保障等を含

む。）並びに進路選択に資する各種の機会の提供等の事

項を１以上含むものとする。

２ 教育の基礎理論に関する科目は、教育の理念並びに教

育に関する歴史及び思想、幼児、児童及び生徒の心身の

発達及び学習の過程（障害のある幼児、児童及び生徒の

心身の発達及び学習の過程を含む。）並びに教育に関す

る社会的、制度的又は経営的事項の事項を１以上含むも

のとする。

３ 教育課程及び指導法に関する科目は、教育課程の意義

及び編成の方法、各教科の指導法、特別活動の指導法並

びに教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含

む。）の事項を１以上含むものとする。

４ 生徒指導、教育相談及び進路指導等に関する科目は、

生徒指導の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに

関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進

路指導の理論及び方法の事項を１以上含むものとする。

第１９表

受けよ

うとす

る免許

状の種

類

単

位

数

最低修得単位数

教職の意義

等に関する

科目

教育の基礎

理論に関す

る科目

教育課程

に関する

科目

生徒指導及

び教育相談

に関する科

目

養護教

諭１種

免許状

６ １ １ １

５ １

３

養護教

諭２種

免許状

８ ２ １ １

７ ２ １ １

５ １

４ １

３

備考１ 教職の意義等に関する科目は、教職の意義及び教員の

役割、教員の職務内容（研修、服務及び身分保障等を含

む。）並びに進路選択に資する各種の機会の提供等の事

項を１以上含むものとする。

２ 教育の基礎理論に関する科目は、教育の理念並びに教

育に関する歴史及び思想、幼児、児童及び生徒の心身の

発達及び学習の過程（障害のある幼児、児童及び生徒の

心身の発達及び学習の過程を含む。）並びに教育に関す

る社会的、制度的又は経営的事項の事項を１以上含むも
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のとする。

３ 教育課程に関する科目は、教育課程の意義及び編成の

方法、道徳及び特別活動に関する内容並びに教育の方法

及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）の事項を

１以上含むものとする。

４ 生徒指導及び教育相談に関する科目は、生徒指導の理

論及び方法並びに教育相談（カウンセリングに関する基

礎的な知識を含む。）の理論及び方法の事項を１以上含

むものとする。

第２０表

受けよ

うとす

る免許

状の種

類

単

位

数

最低修得単位数

教職の意義

等に関する

科目

教育の基礎

理論に関す

る科目

教育課程

に関する

科目

生徒指導及

び教育相談

に関する科

目

栄養教

諭１種

免許状

６ １ １ １

５ １ １

４ １ １

３ １

２

備考１ 教職の意義等に関する科目は、教職の意義及び教員の

役割、教員の職務内容（研修、服務及び身分保障等を含

む。）並びに進路選択に資する各種の機会の提供等の事

項を１以上含むものとする。

２ 教育の基礎理論に関する科目は、教育の理念並びに教

育に関する歴史及び思想、幼児、児童及び生徒の心身の

発達及び学習の過程（障害のある幼児、児童及び生徒の

心身の発達及び学習の過程を含む。）並びに教育に関す

る社会的、制度的又は経営的事項の事項を１以上含むも

のとする。

３ 教育課程に関する科目は、教育課程の意義及び編成の

方法、道徳及び特別活動に関する内容並びに教育の方法

及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）の事項を

１以上含むものとする。

４ 生徒指導及び教育相談に関する科目は、生徒指導の理

論及び方法並びに教育相談（カウンセリングに関する基

礎的な知識を含む。）の理論及び方法の事項を１以上含

むものとする。

第２１表

受けようとする

免許状の種類

有することを必

要とする学校の

免許状

単位数

最低修得単位数

教育課程及び指導

法に関する科目

保育内容の指導法

幼稚園教諭２種

免許状

小学校教諭普通

免許状

３ ３

第２２表

受けようとす
有すること

を必要とす 単位

最低修得単位数

教育課程及

び指導法に

関する科目

生徒指導、

教育相談及
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る免許状の種

類

る学校の免

許状

数 各教

科の

指導

法

道徳

の指

導法

び進路指導

等に関する

科目

小学校教諭２

種免許状

幼稚園教諭

普通免許状

１０ ７ １ ２

７ ５ １ １

中学校教諭

普通免許状

９ ７ ２

６ ５ １

備考１ 各教科の指導法の単位の修得方法は、法施行規則第１８

条の２の表備考第２号に定めるところによる。ただし、

最低修得単位数が７単位の場合にあつては５以上の教科

の指導法及びこれらのうち２以上について２単位以上又

は４以上の教科の指導法及びこれらのうち３以上につい

て２単位以上を修得するものとし、最低修得単位数が５

単位の場合にあつては５以上の教科の指導法についてそ

れぞれ１単位以上、４以上の教科の指導法及びこれらの

うち１以上について２単位以上又は３以上の教科の指導

法及びこれらのうち２以上について２単位以上を修得す

るものとする。

２ 生徒指導、教育相談及び進路指導等に関する科目は、

生徒指導の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに

関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進

路指導の理論及び方法の事項を１以上含むものとする。

第２３表

受けようと

する免許状

の種類

有することを

必要とする学

校の免許状

単位

数

最低修得単位数

教育課程及

び指導法に

関する科目

生徒指導、

教育相談及

び進路指導

等に関する

科目

各教

科の

指導

法

道徳

の指

導法

中学校教諭

２種免許状

小学校教諭普

通免許状

４ ２ ２

３ １ ２

２ １ １

高等学校教諭

普通免許状

３ １ １ １

備考１ 各教科の指導法の単位の修得方法は、法施行規則第１８

条の２の表備考第２号に定めるところによる。

２ 生徒指導、教育相談及び進路指導等に関する科目は、

生徒指導の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに

関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進

路指導の理論及び方法の事項を１以上含むものとする。

第２４表

受けようと

する免許状

の種類

有することを

必要とする学

校の免許状

単位

数

最低修得単位数

教育課程及

び指導法に

関する科目

生徒指導、

教育相談及

び進路指導

等に関する

科目

各教科の指

導法
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高等学校教

諭１種免許

状

中学校教諭普

通免許状（２

種免許状を除

く。）

３ １ ２

２ １ １

（普通免許状の検定及び授与等の出願）

第１０条 法第６条第１項又は第３項に規定する教育職員検定を受

け、法第５条第１項又は第５条の２第３項の規定により、普通免

許状の授与又は新教育領域の追加を願い出る者は、次に掲げる書

類（法第６条第３項に規定する教育職員検定を受ける者にあつて

は、第４号又は第１１号に掲げる書類を除く。）を提出しなければ

ならない。

�～� 省略

� 実務に関する証明書（法施行規則附則第６項の表備考第４号

の規定により、栄養教育実習の単位を振り替える場合にあつて

は、同号に規定する旨の証明を含む。）又は幼稚園教諭の免許

状の授与の特例に係る実務に関する証明書（法附則第１８項に規

定する者の場合に限る。様式第１０号）

�～� 省略

別表第１（第５条関係）

法別表第３の規定により普通免許状の授与を受ける場合（別表第

７に規定する場合を除く。）の単位の修得方法

１ 幼稚園教諭普通免許状

備考１ 各教科の指導法の単位の修得方法は、法施行規則第１８

条の２の表備考第２号に定めるところによる。

２ 生徒指導、教育相談及び進路指導等に関する科目は、

生徒指導の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに

関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進

路指導の理論及び方法の事項を１以上含むものとする。

２ 前項の表第１表から第４表まで、第７表、第８表及び第１０表に

おいてはそれぞれの表の教科（第１０表にあつては、養護）に関す

る科目の欄、教職に関する科目の欄及び教科又は教職（第１０表に

あつては、養護又は教職）に関する科目の欄、同項の表第１２表に

おいては特別支援教育に関する科目の欄に掲げる単位を含めて総

単位数の欄に掲げる単位を修得しなければならない。

３ 第１項の表第１５表から第２０表までにおいて、不足する単位数に

ついては、それぞれの表に規定する教職に関する科目のうちから

修得しなければならない。

４ 第１項の表第１７表及び第１８表において、法施行規則第６条の規

定により教育課程及び指導法に関する科目に含めることが必要な

事項とされている各教科の指導法の単位は、受けようとする免許

教科ごとに修得しなければならない。

（普通免許状の検定及び授与等の出願）

第１０条 法第６条第１項又は第３項に規定する教育職員検定を受

け、法第５条第１項又は第５条の２第３項の規定により、普通免

許状の授与又は新教育領域の追加を願い出る者は、次に掲げる書

類（法第６条第３項に規定する教育職員検定を受ける者にあつて

は、第４号又は第１１号に掲げる書類を除く。）を提出しなければ

ならない。

�～� 省略

� 実務に関する証明書（法施行規則附則第６項の表備考第４号

の規定により、栄養教育実習の単位を振り替える場合にあつて

は、同号に規定する旨の証明を含む。）又は幼稚園教諭の免許

状の授与の特例に係る実務に関する証明書（法附則第１９項に規

定する者の場合に限る。様式第１０号）

�～� 省略

受け

よう

とす

る免

許状

の種

領域に

関する

専門的

事項に

関する

科目

保育内容の指導法に関す

る科目又は教諭の教育の

基礎的理解に関する科目

等

大学

が独

自に

設定

する

科目

免許

状授

与の

根拠

在

職

年

数

総

単

位

数

最低修得単位数

単

保育

内容

の指

教育

の基

礎的

道徳、総

合的な学

習の時間

等の指導 単位
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類 単位数 位

数

導法

に関

する

科目

理解

に関

する

科目

法及び生

徒指導、

教育相談

等に関す

る科目

数

法別

表第

３

幼稚

園教

諭１

種免

許状

５ ４５ ４ ２０ ５ ５ ２ ６

６ ４０ ４ １８ ５ ５ ２ ５

７ ３５ ３ １６ ４ ４ １ ５

８ ３０ ３ １４ ４ ４ １ ４

９ ２５ ２ １３ ３ ３ ４

１０ ２０ ２ １１ ２ ２ ３

１１ １５ １ ９ ２ ２ ３

１２ １０ １ ７ １ １ ２

幼稚

園教

諭２

種免

許状

６ ４５ ５ ３０ ８ ６ ４

７ ４０ ４ ２７ ８ ６ ４

８ ３５ ４ ２４ ７ ５ ２

９ ３０ ３ ２１ ６ ４ ２

１０ ２５ ３ １８ ６ ４ ２

１１ ２０ ２ １５ ５ ３ １

１２ １５ ２ １２ ４ ２

１３ １０ １ ９ ４ ２

法施

行規

則第

１２条

幼稚

園教

諭１

種免

許状

３ ２５ ２ １２ ３ ３ ６

４ ２０ ２ １０ ２ ２ ５

５ １５ １ ９ ２ ２ ３

６ １０ １ ７ １ １ ２

２９年

改正

法附

則第

１１項

幼稚

園教

諭２

種免

許状

３ １５ ５ ５ ２ １

４ １０ １ ９ ４ ２

２９年

改正

法附

則第

１２項

幼稚

園教

諭２

種免

許状

１ １０ ５ ５ ２ １

備考１ この表における単位の修得方法は、領域に関する専門

的事項に関する科目の欄、保育内容の指導法に関する科

目又は教諭の教育の基礎的理解に関する科目等の欄及び

大学が独自に設定する科目の欄に掲げる単位を含めて総

単位数の欄に掲げる単位を修得するものとする。

２ 領域に関する専門的事項に関する科目の単位の修得方

法は、法施行規則第２条第１項の表備考第１号に定める

ところによる。

３ 保育内容の指導法に関する科目又は教諭の教育の基礎

的理解に関する科目等の単位数の欄に定める単位のう

ち、最低修得単位数の欄に定める単位の修得でなお不足

愛 媛 県 報平成３１年３月２９日 第３０６４号

２５３



する単位については、保育内容の指導法に関する科目、

教育の基礎的理解に関する科目又は道徳、総合的な学習

の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科

目のうちから修得するものとする。

４ 教育の基礎的理解に関する科目の単位の修得方法は、

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想、教職の意

義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対応

を含む。）、教育に関する社会的、制度的又は経営的事

項（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含

む。）、幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過

程、特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す

る理解並びに教育課程の意義及び編成の方法（カリキュ

ラム・マネジメントを含む。）のうち１以上の事項を含

む科目について修得するものとする。

５ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、

教育相談等に関する科目の単位の修得方法は、教育の方

法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）、幼児

理解の理論及び方法並びに教育相談（カウンセリングに

関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法のうち１

以上の事項を含む科目について修得するものとする。

２ 小学校教諭普通免許状

免許

状授

与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に

関する

専門的

事項に

関する

科目

各教科の指導法に関する

科目又は教諭の教育の基

礎的理解に関する科目等

大学

が独

自に

設定

する

科目

単位数

単

位

数

最低修得単位数

単位

数

各教

科の

指導

法に

関す

る科

目

教育

の基

礎的

理解

に関

する

科目

道徳、総

合的な学

習の時間

等の指導

法及び生

徒指導、

教育相談

等に関す

る科目

法別

表第

３

小学

校教

諭１

種免

許状

５ ４５ ４ ２１ １１ ５ ５ ５

６ ４０ ４ １９ １０ ４ ４ ５

７ ３５ ３ １７ ９ ３ ３ ４

８ ３０ ３ １５ ７ ３ ３ ４

９ ２５ ２ １３ ５ ３ ３ ３

１０ ２０ ２ １１ ４ ２ ２ ３

１１ １５ １ ９ ３ ２ ２ ２

１２ １０ １ ７ ２ １ １ ２

小学

校教

諭２

種免

許状

６ ４５ ４ ２９ １２ ６ ６ ２

７ ４０ ４ ２６ １１ ５ ５ ２

８ ３５ ３ ２３ １０ ４ ４ ２

９ ３０ ３ ２０ ９ ４ ４ ２

１０ ２５ ２ １７ ８ ３ ３ １
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１１ ２０ ２ １４ ６ ３ ３ １

１２ １５ １ １１ ５ ２ ２ １

１３ １０ １ ８ ４ １ １ １

法施

行規

則第

１２条

小学

校教

諭１

種免

許状

３ ２５ ２ １３ ５ ３ ３ ５

４ ２０ ２ １１ ４ ２ ２ ４

５ １５ １ ９ ３ ２ ２ ３

６ １０ １ ７ ２ １ １ ２

２９年

改正

法附

則第

１１項

小学

校教

諭２

種免

許状

３ １５ ５ ５ ２ １ １

４ １０ １ ８ ４ １ １ １

２９年

改正

法附

則第

１２項

小学

校教

諭２

種免

許状

１ １０ ５ ５ ２ １ １

２９年

改正

法附

則第

１３項

小学

校教

諭２

種免

許状

５ １０ ５ ５ ２ １ １

備考１ この表における単位の修得方法は、教科に関する専門

的事項に関する科目の欄、各教科の指導法に関する科目

又は教諭の教育の基礎的理解に関する科目等の欄及び大

学が独自に設定する科目の欄に掲げる単位を含めて総単

位数の欄に掲げる単位を修得するものとする。

２ 教科に関する専門的事項に関する科目の単位の修得方

法は、法施行規則第３条第１項の表備考第１号に定める

ところによる。

３ 各教科の指導法に関する科目又は教諭の教育の基礎的

理解に関する科目等の単位数の欄に定める単位のうち、

最低修得単位数の欄に定める単位の修得でなお不足する

単位については、各教科の指導法に関する科目、教育の

基礎的理解に関する科目又は道徳、総合的な学習の時間

等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目のう

ちから修得するものとする。

４ 教育の基礎的理解に関する科目の単位の修得方法は、

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想、教職の意

義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対応

を含む。）、教育に関する社会的、制度的又は経営的事

項（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含

む。）、幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過

程、特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す

る理解並びに教育課程の意義及び編成の方法（カリキュ

ラム・マネジメントを含む。）のうち１以上の事項を含

む科目について修得するものとする。

５ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、

教育相談等に関する科目の単位の修得方法は、道徳の理
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論及び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動

の指導法、教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活

用を含む。）、生徒指導の理論及び方法、教育相談（カ

ウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及

び方法並びに進路指導及びキャリア教育の理論及び方法

のうち１以上の事項を含む科目について修得するものと

する。

３ 中学校教諭普通免許状

免許

状授

与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に

関する

専門的

事項に

関する

科目

各教科の指導法に関する

科目又は教諭の教育の基

礎的理解に関する科目等

大学

が独

自に

設定

する

科目

単

位

数

最低

修得

科目

数

単

位

数

最低修得単位数

単位

数

各教

科の

指導

法に

関す

る科

目

教育

の基

礎的

理解

に関

する

科目

道徳、総

合的な学

習の時間

等の指導

法及び生

徒指導、

教育相談

等に関す

る科目

法別

表第

３

中学

校教

諭１

種免

許状

５ ４５ １０ 別表

第９

によ

る。

１６ ４ ５ ５ ４

６ ４０ ９ 同上 １４ ３ ４ ４ ４

７ ３５ ８ 同上 １３ ３ ４ ４ ３

８ ３０ ７ 同上 １１ ２ ３ ３ ３

９ ２５ ６ 同上 １０ ２ ３ ３ ３

１０ ２０ ５ 同上 ８ １ ２ ２ ３

１１ １５ ４ 同上 ７ １ ２ ２ ２

１２ １０ ３ 同上 ５ １ １ ２

中学

校教

諭２

種免

許状

６ ４５ １０ 同上 ２１ ２ ６ ６ ４

７ ４０ ９ 同上 １９ ２ ５ ５ ４

８ ３５ ８ 同上 １７ ２ ５ ５ ３

９ ３０ ７ 同上 １５ ２ ４ ４ ３

１０ ２５ ６ 同上 １２ ２ ３ ３ ２

１１ ２０ ５ 同上 １０ １ ３ ３ ２

１２ １５ ４ 同上 ８ １ ２ ２ １

１３ １０ ３ 同上 ６ １ １ １ １

法施

行規

則第

１２条

中学

校教

諭１

種免

許状

３ ２５ ６ 同上 １０ ２ ３ ３ ４

４ ２０ ５ 同上 ８ １ ２ ２ ３

５ １５ ４ 同上 ７ １ ２ ２ ３

６ １０ ３ 同上 ５ １ １ ２
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２９年

改正

法附

則第

１１項

中学

校教

諭２

種免

許状

３ １５ １０ 同上

４ １０ ３ 同上 ６ １ １ １ １

備考１ この表における単位の修得方法は、教科に関する専門

的事項に関する科目の欄、各教科の指導法に関する科目

又は教諭の教育の基礎的理解に関する科目等の欄及び大

学が独自に設定する科目の欄に掲げる単位を含めて総単

位数の欄に掲げる単位を修得するものとする。

２ 各教科の指導法に関する科目又は教諭の教育の基礎的

理解に関する科目等の単位数の欄に定める単位のうち、

最低修得単位数の欄に定める単位の修得でなお不足する

単位については、各教科の指導法に関する科目、教育の

基礎的理解に関する科目又は道徳、総合的な学習の時間

等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目のう

ちから修得するものとする。

３ 各教科の指導法に関する科目の単位の修得方法は、受

けようとする免許状に係る教科について修得するものと

する。

４ 教育の基礎的理解に関する科目の単位の修得方法は、

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想、教職の意

義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対応

を含む。）、教育に関する社会的、制度的又は経営的事

項（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含

む。）、幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過

程、特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す

る理解並びに教育課程の意義及び編成の方法（カリキュ

ラム・マネジメントを含む。）のうち１以上の事項を含

む科目について修得するものとする。

５ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、

教育相談等に関する科目の単位の修得方法は、道徳の理

論及び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動

の指導法、教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活

用を含む。）、生徒指導の理論及び方法、教育相談（カ

ウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及

び方法並びに進路指導及びキャリア教育の理論及び方法

のうち１以上の事項を含む科目について修得するものと

する。

４ 高等学校教諭普通免許状

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

教科に

関する

専門的

事項に

関する

科目

各教科の指導法に関する

科目又は教諭の教育の基

礎的理解に関する科目等

大学

が独

自に

設定

する

科目

免許

状授

与の

根拠

在

職

年

数

総

単

位

数

最低修得単位数

単

位

最低

修得

科目

単

位

各教

科の

指導

法に

教育

の基

礎的

理解

道徳、総

合的な学

習の時間

等の指導

法及び生

単位

数
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数 数 数 関す

る科

目

に関

する

科目

徒指導、

教育相談

等に関す

る科目

法別

表第

３

高等

学校

教諭

１種

免許

状

５ ４５ １０ 別表

第９

によ

る。

１２ ２ ５ ４ ８

６ ４０ ９ 同上 １１ １ ４ ３ ７

７ ３５ ８ 同上 １０ １ ４ ３ ７

８ ３０ ７ 同上 ９ １ ３ ２ ６

９ ２５ ６ 同上 ７ １ ３ １ ５

１０ ２０ ５ 同上 ６ １ ２ １ ４

１１ １５ ４ 同上 ５ １ １ １ ４

１２ １０ ３ 同上 ４ １ １ ３

法施

行規

則第

１２条

高等

学校

教諭

１種

免許

状

３ ２５ ５ 同上 ７ １ ３ １ ８

４ ２０ ４ 同上 ６ １ ２ １ ６

５ １５ ４ 同上 ５ １ １ １ ５

６ １０ ３ 同上 ４ １ １ ３

２９年

改正

法附

則第

８項

高等

学校

教諭

１種

免許

状

１０ ９０ ２０ 法施

行規

則第

５条

の表

備考

第１

号に

定め

ると

ころ

によ

る。

２４ ４ １０ ８ １６

１１ ８５ １９ 別表

第９

によ

る。

２３ ４ ９ ８ １５

１２ ８０ １８ 同上 ２２ ３ ８ ７ １４

１３ ７５ １７ 同上 ２０ ３ ７ ６ １４

１４ ７０ １６ 同上 １９ ３ ７ ６ １３

１５ ６５ １５ 同上 １８ ３ ７ ６ １２

１６ ６０ １４ 同上 １７ ２ ６ ５ １１

１７ ５５ １３ 同上 １５ ２ ６ ５ １０

１８ ５０ １２ 同上 １４ ２ ５ ４ １０

１９ ４５ １０ 同上 １２ ２ ５ ４ ８

２０ ４０ ９ 同上 １２ ２ ５ ４ ８

２１ ３５ ８ 同上 １０ １ ４ ３ ７
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２２ ３０ ７ 同上 ９ １ ３ ２ ６

２３ ２５ ６ 同上 ８ １ ３ ２ ５

２４ ２０ ５ 同上 ７ １ ３ １ ５

２５ １５ ４ 同上 ５ １ １ １ ４

２６ １０ ３ 同上 ４ １ １ ３

法施

行規

則附

則第

３８項

（看

護師

養成

施設

３年

制卒

業

者）

高等

学校

教諭

１種

免許

状

４ ４５ １０ 同上 １２ ２ ５ ４ ８

５ ４０ ９ 同上 １１ １ ４ ３ ７

６ ３５ ８ 同上 １０ １ ４ ３ ７

７ ３０ ７ 同上 ９ １ ３ ２ ６

８ ２５ ６ 同上 ７ １ ３ １ ５

９ ２０ ５ 同上 ６ １ ２ １ ４

１０ １５ ４ 同上 ５ １ １ １ ４

１１ １０ ３ 同上 ４ １ １ ３

法施

行規

則附

則第

３８項

（看

護師

養成

施設

２年

制卒

業

者）

高等

学校

教諭

１種

免許

状

６ ６０ １３ 同上 １６ ２ ６ ５ １１

７ ５５ １２ 同上 １５ ２ ６ ５ １０

８ ５０ １１ 同上 １４ ２ ５ ４ ９

９ ４５ １０ 同上 １２ ２ ５ ４ ９

１０ ４０ ９ 同上 １１ １ ４ ３ ８

１１ ３５ ８ 同上 １０ １ ４ ３ ７

１２ ３０ ７ 同上 ９ １ ３ ２ ６

１３ ２５ ６ 同上 ８ １ ３ ２ ５

１４ ２０ ５ 同上 ６ １ ２ １ ５

１５ １５ ４ 同上 ５ １ １ １ ４

１６ １０ ３ 同上 ４ １ １ ３

備考１ この表における単位の修得方法は、教科に関する専門

的事項に関する科目の欄、各教科の指導法に関する科目

又は教諭の教育の基礎的理解に関する科目等の欄及び大

学が独自に設定する科目の欄に掲げる単位を含めて総単

位数の欄に掲げる単位を修得するものとする。

２ 各教科の指導法に関する科目又は教諭の教育の基礎的

理解に関する科目等の単位数の欄に定める単位のうち、

最低修得単位数の欄に定める単位の修得でなお不足する

単位については、各教科の指導法に関する科目、教育の

基礎的理解に関する科目又は道徳、総合的な学習の時間

等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目のう

ちから修得するものとする。

３ 各教科の指導法に関する科目の単位の修得方法は、受

けようとする免許状に係る教科について修得するものと

する。

４ 教育の基礎的理解に関する科目の単位の修得方法は、

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想、教職の意

義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対応

を含む。）、教育に関する社会的、制度的又は経営的事

項（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含
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む。）、幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過

程、特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す

る理解並びに教育課程の意義及び編成の方法（カリキュ

ラム・マネジメントを含む。）のうち１以上の事項を含

む科目について修得するものとする。

５ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、

教育相談等に関する科目の単位の修得方法は、総合的な

学習の時間の指導法、特別活動の指導法、教育の方法及

び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）、生徒指導

の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに関する基

礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進路指導及

びキャリア教育の理論及び方法のうち１以上の事項を含

む科目について修得するものとする。

別表第２（第５条関係）

法別表第５の規定により普通免許状の授与を受ける場合の単位の

修得方法

１ 中学校教諭普通免許状

免許

状授

与の

根拠

受けよ

うとす

る免許

状の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関す

る専門的事

項に関する

科目

各教科の指導法に関する

科目又は教諭の教育の基

礎的理解に関する科目等

単

位

数

最低修

得科目

数

単

位

数

最低修得単位数

各教

科の

指導

法に

関す

る科

目

教育

の基

礎的

理解

に関

する

科目

道徳、総

合的な学

習の時間

等の指導

法及び生

徒指導、

教育相談

等に関す

る科目

法別

表第

５

中学校

教諭１

種免許

状

３ １５ １０ 別表第

９によ

る。

５ １ １

４ １０ ５ 同上 ５ １ １

中学校

教諭２

種免許

状

６ ２０ １０ 同上 １０ １ ３ ３

７ １５ ８ 同上 ７ １ ２ ２

８ １０ ５ 同上 ５ １ １

備考

第４

号

中学校

教諭２

種免許

状

６ １０ ５ 同上 ５ １ １

備考１ 各教科の指導法に関する科目又は教諭の教育の基礎的

理解に関する科目等の単位数の欄に定める単位のうち、

最低修得単位数の欄に定める単位の修得でなお不足する

単位については、各教科の指導法に関する科目、教育の

基礎的理解に関する科目又は道徳、総合的な学習の時間

等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目のう

ちから修得するものとする。

２ 各教科の指導法に関する科目の単位の修得方法は、受
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けようとする免許状に係る教科について修得するものと

する。

３ 教育の基礎的理解に関する科目の単位の修得方法は、

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想、教職の意

義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対応

を含む。）、教育に関する社会的、制度的又は経営的事

項（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含

む。）、幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過

程、特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す

る理解並びに教育課程の意義及び編成の方法（カリキュ

ラム・マネジメントを含む。）のうち１以上の事項を含

む科目について修得するものとする。

４ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、

教育相談等に関する科目の単位の修得方法は、道徳の理

論及び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動

の指導法、教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活

用を含む。）、生徒指導の理論及び方法、教育相談（カ

ウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及

び方法並びに進路指導及びキャリア教育の理論及び方法

のうち１以上の事項を含む科目について修得するものと

する。

２ 高等学校教諭普通免許状

免許

状授

与の

根拠

受けよ

うとす

る免許

状の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関す

る専門的事

項に関する

科目

各教科の指導法に関する

科目又は教諭の教育の基

礎的理解に関する科目等

単

位

数

最低修

得科目

数

単

位

数

最低修得単位数

各教

科の

指導

法に

関す

る科

目

教育

の基

礎的

理解

に関

する

科目

道徳、総

合的な学

習の時間

等の指導

法及び生

徒指導、

教育相談

等に関す

る科目

法別

表第

５

高等学

校教諭

１種免

許状

３ １０ ５ 別表第

９によ

る。

５ １ １ １

２９年

改正

法附

則第

８項

高等学

校教諭

１種免

許状

６ １０ ５ 同上 ５ １ １ １

備考１ 各教科の指導法に関する科目又は教諭の教育の基礎的

理解に関する科目等の単位数の欄に定める単位のうち、

最低修得単位数の欄に定める単位の修得でなお不足する

単位については、各教科の指導法に関する科目、教育の

基礎的理解に関する科目又は道徳、総合的な学習の時間

等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目のう
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ちから修得するものとする。

２ 各教科の指導法に関する科目の単位の修得方法は、受

けようとする免許状に係る教科について修得するものと

する。

３ 教育の基礎的理解に関する科目の単位の修得方法は、

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想、教職の意

義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対応

を含む。）、教育に関する社会的、制度的又は経営的事

項（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含

む。）、幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過

程、特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す

る理解並びに教育課程の意義及び編成の方法（カリキュ

ラム・マネジメントを含む。）のうち１以上の事項を含

む科目について修得するものとする。

４ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、

教育相談等に関する科目の単位の修得方法は、総合的な

学習の時間の指導法、特別活動の指導法、教育の方法及

び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）、生徒指導

の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに関する基

礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進路指導及

びキャリア教育の理論及び方法のうち１以上の事項を含

む科目について修得するものとする。

別表第３（第５条関係）

法別表第６の規定により普通免許状の授与を受ける場合の単位の

修得方法

免許

状授

与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

養護に関する科

目

養護教諭・栄養

教諭の教育の基

礎的理解に関す

る科目等

大学

が独

自に

設定

する

科目

単

位

数

最低修得単

位数

単

位

数

最低修得単

位数

単位

数

教育

の基

礎的

理解

に関

する

科目

道徳、

総合的

な学習

の時間

等の内

容及び

生徒指

導、教

育相談

等に関

する科

目

法別

表第

６

養護

教諭

１種

免許

状

３ ２０ ８ 衛生学・公

衆 衛 生 学

（予防医学

を含む。）

１、看護学

（臨床実習

及び救急処

６ ２ １ ２
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置 を 含

む。）２

４ １５ ６ 看護学（臨

床実習及び

救急処置を

含む。）２

５ １ ２

５ １０ ４ 看護学（臨

床実習及び

救急処置を

含む。）１

３ １

養護

教諭

２種

免許

状

６ ３０ １４ 衛生学・公

衆 衛 生 学

（予防医学

を含む。）

１、健康相

談活動の理

論・健康相

談活動の方

法１、栄養

学（食品学

を含む。）

１、解 剖

学・生理学

１、「微生

物学、免疫

学、薬理概

論」１、精

神保健１、

看護学（臨

床実習及び

救急処置を

含む。）５

８ ３ １ ２

７ ２５ １２ 同上 ７ ３ １ ２

８ ２０ ９ 看護学（臨

床実習及び

救急処置を

含む。）３

５ １ １

９ １５ ７ 看護学（臨

床実習及び

救急処置を

含む。）２

４ １ １

１０ １０ ５ 同上 ３ １

備考

第１

号

養護

教諭

１種

免許

状

１ １０ ４ 衛生学・公

衆 衛 生 学

（予防医学

を含

む。）、学

校保健、養

護概説及び

栄養学（食

品学を含

３ 備考

６に

よ

る。
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む。）のう

ち３科目に

ついてそれ

ぞれ１

備考

第２

号

養護

教諭

２種

免許

状

１０ ４ ３ 同上

法施

行規

則第

１２条

養護

教諭

１種

免許

状

１ １０ ４ 看護学（臨

床実習及び

救急処置を

含む。）１

３ ２

２９年

改正

法附

則第

１８項

養護

教諭

２種

免許

状

３ １０ ６ 衛生学・公

衆 衛 生 学

（予防医学

を含む。）

１、栄養学

（食品学を

含む。）

１、「学校

保健、養護

概説」１

２ 備考

６に

よ

る。

備考１ この表における単位の修得方法は、養護に関する科目

の欄、養護教諭・栄養教諭の教育の基礎的理解に関する

科目等の欄及び大学が独自に設定する科目の欄に掲げる

単位を含めて総単位数の欄に掲げる単位を修得するもの

とする。

２ 「 」内に表示された養護に関する科目の単位の修得

方法は、当該養護に関する科目の１以上にわたつて修得

するものとする。

３ 養護教諭・栄養教諭の教育の基礎的理解に関する科目

等の単位数の欄に定める単位のうち、最低修得単位数の

欄に定める単位の修得でなお不足する単位については、

教育の基礎的理解に関する科目又は道徳、総合的な学習

の時間等の内容及び生徒指導、教育相談等に関する科目

のうちから修得するものとする。

４ 教育の基礎的理解に関する科目の単位の修得方法は、

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想、教職の意

義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対応

を含む。）、教育に関する社会的、制度的又は経営的事

項（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含

む。）、幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過

程、特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す

る理解並びに教育課程の意義及び編成の方法（カリキュ

ラム・マネジメントを含む。）のうち１以上の事項を含

む科目について修得するものとする。

５ 道徳、総合的な学習の時間等の内容及び生徒指導、教

育相談等に関する科目の単位の修得方法は、道徳、総合

的な学習の時間及び特別活動に関する内容、教育の方法

及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）、生徒指
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導の理論及び方法並びに教育相談（カウンセリングに関

する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法のうち１以

上の事項を含む科目について修得するものとする。

６ 法別表第６備考第１号及び第２号並びに２９年改正法附

則第１８項の規定により普通免許状の授与を受ける場合の

教育の基礎的理解に関する科目の単位の修得方法は、教

育の理念並びに教育に関する歴史及び思想、幼児、児童

及び生徒の心身の発達及び学習の過程並びに特別の支援

を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解のうち１

以上の事項を含む科目について２単位以上を修得するも

のとする。

別表第４（第５条関係）

法別表第６の２の規定により普通免許状の授与を受ける場合の単

位の修得方法

免許

状授

与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

管理栄養士

学校指定規

則（昭和４１

年文部省・

厚生省令第

２号）別表

第１に掲げ

る教育内容

に係る科目

栄養

に係

る教

育に

関す

る科

目

養護教諭・栄養教諭の

教育の基礎的理解に関

する科目等

単位数
単位

数

単

位

数

最低修得単位数

教育

の基

礎的

理解

に関

する

科目

道徳、総合

的な学習の

時間等の内

容及び生徒

指導、教育

相談等に関

する科目

法別

表第

６の

２

栄養

教諭

１種

免許

状

３ ４０ ３２ ２ ６ ２ １

４ ３５ ２８ ２ ５ １ １

５ ３０ ２４ ２ ４ １ １

６ ２５ ２０ ２ ３ １

７ ２０ １６ １ ３ １

８ １５ １２ １ ２

９ １０ ７ １ ２

備

考

栄養

教諭

１種

免許

状

８ ２ ６ ２ １

備考１ 栄養に係る教育に関する科目の単位の修得方法は、栄

養教諭の役割及び職務内容に関する事項、幼児、児童及

び生徒の栄養に係る課題に関する事項、食生活に関する

歴史的及び文化的事項並びに食に関する指導の方法に関

する事項のうち１以上の事項を含む科目について修得す

るものとする。

２ 養護教諭・栄養教諭の教育の基礎的理解に関する科目
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等の単位数の欄に定める単位のうち、最低修得単位数の

欄に定める単位の修得でなお不足する単位については、

教育の基礎的理解に関する科目又は道徳、総合的な学習

の時間等の内容及び生徒指導、教育相談等に関する科目

のうちから修得するものとする。

３ 教育の基礎的理解に関する科目の単位の修得方法は、

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想、教職の意

義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対応

を含む。）、教育に関する社会的、制度的又は経営的事

項（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含

む。）、幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過

程、特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す

る理解並びに教育課程の意義及び編成の方法（カリキュ

ラム・マネジメントを含む。）のうち１以上の事項を含

む科目について修得するものとする。

４ 道徳、総合的な学習の時間等の内容及び生徒指導、教

育相談等に関する科目の単位の修得方法は、道徳、総合

的な学習の時間及び特別活動に関する内容、教育の方法

及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）、生徒指

導の理論及び方法並びに教育相談（カウンセリングに関

する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法のうち１以

上の事項を含む科目について修得するものとする。

別表第５（第５条関係）

法別表第７の規定により普通免許状の授与を受ける場合の単位の

修得方法

免許

状授

与の

根拠

受けよ

うとす

る免許

状の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

特別支

援教育

の基礎

理論に

関する

科目

特別支援教育

領域に関する

科目

免許状に定め

られることと

なる特別支援

教育領域以外

の領域に関す

る科目

単位数 単位数 単位数

法別

表第

７

特別支

援学校

教諭専

修免許

状

３ １５ １ １ １

特別支

援学校

教諭１

種免許

状

３ ６ １ １ １

特別支

援学校

教諭２

種免許

状

３ ６ １ １ １

２９年

改正

法附

則第

１７項

特別支

援学校

教諭１

種免許

状

３ ４ １ １ １
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備考１ この表における単位の修得方法は、特別支援教育の基

礎理論に関する科目の欄、特別支援教育領域に関する科

目の欄及び免許状に定められることとなる特別支援教育

領域以外の領域に関する科目の欄に掲げる単位を含めて

総単位数の欄に掲げる単位を修得するものとする。

２ 特別支援教育の基礎理論に関する科目の単位の修得方

法は、特別支援学校の教育に係る、心身に障害のある幼

児、児童又は生徒についての教育の理念並びに教育に関

する歴史及び思想並びに心身に障害のある幼児、児童又

は生徒についての教育に係る社会的、制度的又は経営的

事項のうち１以上の事項を含む科目について修得するも

のとする。

３ 特別支援教育領域に関する科目の単位の修得方法は、

心理等に関する科目及び教育課程等に関する科目を含め

て１単位以上修得するものとする。

４ 免許状に定められることとなる特別支援教育領域以外

の領域に関する科目の単位の修得方法は、心理等に関す

る科目及び教育課程等に関する科目を含めて１単位以上

修得するものとする。

別表第６（第５条関係）

法別表第８の規定により普通免許状の授与を受ける場合の単位の

修得方法

１ 小学校教諭普通免許状

免許

状授

与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

有する

ことを

必要と

する学

校の免

許状

在

職

年

数

総

単

位

数

最低修得単位数

各教科の指導法に関する科目又は

教諭の教育の基礎的理解に関する

科目等

各教

科の

指導

法に

関す

る科

目

道徳

の理

論及

び指

導法

生徒

指導

の理

論及

び方

法

教育相談

（カウン

セリング

に関する

基礎的な

知識を含

む。）の

理論及び

方法

進路

指導

及び

キャ

リア

教育

の理

論及

び方

法

法施

行規

則第

１８条

の２

の表

備考

第４

号

小学

校教

諭２

種免

許状

幼稚園

教諭普

通免許

状

１ １０ ７ １ ２

２ ７ ５ １ １

中学校

教諭普

通免許

状

１ ９ ７ ２

２ ６ ５ １

備考１ 各教科の指導法に関する科目の単位の修得方法は、最

低修得単位数が７単位の場合にあつては５以上の教科の

指導法に関する科目についてそれぞれ１単位以上かつこ

れらの科目のうち２以上について２単位以上又は４以上

の教科の指導法に関する科目についてそれぞれ１単位以
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上かつこれらの科目のうち３以上について２単位以上を

修得するものとし、最低修得単位数が５単位の場合にあ

つては５以上の教科の指導法に関する科目についてそれ

ぞれ１単位以上、４以上の教科の指導法に関する科目に

ついてそれぞれ１単位以上かつこれらの科目のうち１以

上について２単位以上又は３以上の教科の指導法に関す

る科目についてそれぞれ１単位以上かつこれらの科目の

うち２以上について２単位以上を修得するものとする。

２ 生徒指導の理論及び方法、教育相談（カウンセリング

に関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに

進路指導及びキャリア教育の理論及び方法の欄に掲げる

単位の修得方法は、生徒指導の理論及び方法、教育相談

（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理

論及び方法並びに進路指導及びキャリア教育の理論及び

方法の全ての事項を含めて修得するものとする。

２ 中学校教諭普通免許状

免許

状授

与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

有する

ことを

必要と

する免

許状

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関す

る専門的事

項に関する

科目

各教科の指導

法に関する科

目又は教諭の

教育の基礎的

理解に関する

科目等

大学

が独

自に

設定

する

科目

単

位

数

最低修得

科目数

単

位

数

最低修得

単位数

単位

数

法施

行規

則第

１８条

の２

の表

備考

第４

号

中学

校教

諭２

種免

許状

小学校

教諭普

通免許

状

１ １１ ７ 別表第９

による。

４ 別表第１０

による。

２ ８ ５ 同上 ３ 同上

３ ７ ５ 同上 ２ 同上

高等学

校教諭

普通免

許状

１ ６ ３ 同上 ３

２ ５ ３ 同上 ２

備考 大学が独自に設定する科目の単位の修得方法は、法施行

規則第１８条の２の表備考第３号に定めるところによる。た

だし、この表の適用において同科目の単位数が２と定めら

れる場合であつて、社会の教科について免許状の授与を受

けようとするとき（地理歴史の教科についての高等学校教

諭の普通免許状を有しているときに限る。）は「法律学、

政治学」、「社会学、経済学」及び「哲学、倫理学、宗教

学」のうち２以上の科目についてそれぞれ１単位以上を、

理科の教科について免許状の授与を受けようとするときは

物理学実験（コンピュータ活用を含む。）、化学実験（コ

ンピュータ活用を含む。）、生物学実験（コンピュータ活

用を含む。）及び地学実験（コンピュータ活用を含む。）

のうち２以上の科目についてそれぞれ１単位以上を、技術

の教科について免許状の授与を受けようとするときは木材

加工（製図及び実習を含む。）、金属加工（製図及び実習

を含む。）及び栽培（実習を含む。）のうち２以上の科目

についてそれぞれ１単位以上を修得するものとする。
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３ 高等学校教諭普通免許状

免許状授

与の根拠

受けよ

うとす

る免許

状の種

類

有すること

を必要とす

る免許状

在

職

年

数

総

単

位

数

各教科の指導

法に関する科

目又は教諭の

教育の基礎的

理解に関する

科目等

大学が

独自に

設定す

る科目

単

位

数

最低修得

単位数
単位数

法施行規

則第１８条

の２の表

備考第４

号

高等学

校教諭

１種免

許状

中学校教諭

普通免許状

（２種免許

状 を 除

く。）

１ ９ ３ 別表第１０

による。

６

２ ６ ２ 同上 ４

備考 大学が独自に設定する科目の単位の修得方法は、法施行

規則第１８条の２の表備考第３号に定めるところによる。

別表第７（第５条関係）

法附則第５項の規定により普通免許状の授与を受ける場合の単位

の修得方法

１ 中学校教諭普通免許状

免許

状授

与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

法

附

則

第

５

項

の

表

の

番

号

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関す

る専門的事

項に関する

科目

各教科の指導法に関する

科目又は教諭の教育の基

礎的理解に関する科目等

単

位

数

最低修

得科目

数

単

位

数

最低修得単位数

各教

科の

指導

法に

関す

る科

目

教育

の基

礎的

理解

に関

する

科目

道徳、総

合的な学

習の時間

等の指導

法及び生

徒指導、

教育相談

等に関す

る科目

法附

則第

５項

中学

校教

諭１

種免

許状

１ １０ １０ ４ 別表第

９によ

る。

６ ２ ２

２ ３ １０ ４ 同上 ６ ２ ２

３ １０ ４ 同上 ６ ２ ２

備考１ 各教科の指導法に関する科目又は教諭の教育の基礎的

理解に関する科目等の単位数の欄に定める単位のうち、

最低修得単位数の欄に定める単位の修得でなお不足する

単位については、各教科の指導法に関する科目、教育の

基礎的理解に関する科目又は道徳、総合的な学習の時間

等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目のう

ちから修得するものとする。

２ 教育の基礎的理解に関する科目の単位の修得方法は、

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想、教職の意

義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対応
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を含む。）、教育に関する社会的、制度的又は経営的事

項（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含

む。）、幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過

程、特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す

る理解並びに教育課程の意義及び編成の方法（カリキュ

ラム・マネジメントを含む。）のうち１以上の事項を含

む科目について修得するものとする。

３ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、

教育相談等に関する科目の単位の修得方法は、道徳の理

論及び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動

の指導法、教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活

用を含む。）、生徒指導の理論及び方法、教育相談（カ

ウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及

び方法並びに進路指導及びキャリア教育の理論及び方法

のうち１以上の事項を含む科目について修得するものと

する。

２ 高等学校教諭普通免許状

免許

状授

与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

法

附

則

第

５

項

の

表

の

番

号

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関す

る専門的事

項に関する

科目

各教科の指導法に関する

科目又は教諭の教育の基

礎的理解に関する科目等

単

位

数

最低修

得科目

数

単

位

数

最低修得単位数

各教

科の

指導

法に

関す

る科

目

教育

の基

礎的

理解

に関

する

科目

道徳、総

合的な学

習の時間

等の指導

法及び生

徒指導、

教育相談

等に関す

る科目

法附

則第

５項

高等

学校

教諭

専修

免許

状

４ ５ １０ ６ 別表第

９によ

る。

４ １ １

５ １ １０ ４ 同上 ６ １ ２ １

備考１ 各教科の指導法に関する科目又は教諭の教育の基礎的

理解に関する科目等の単位数の欄に定める単位のうち、

最低修得単位数の欄に定める単位の修得でなお不足する

単位については、各教科の指導法に関する科目、教育の

基礎的理解に関する科目又は道徳、総合的な学習の時間

等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目のう

ちから修得するものとする。

２ 各教科の指導法に関する科目の単位の修得方法は、受

けようとする免許状に係る教科について修得するものと

する。

３ 教育の基礎的理解に関する科目の単位の修得方法は、

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想、教職の意

義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対応

を含む。）、教育に関する社会的、制度的又は経営的事
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項（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含

む。）、幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過

程、特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す

る理解並びに教育課程の意義及び編成の方法（カリキュ

ラム・マネジメントを含む。）のうち１以上の事項を含

む科目について修得するものとする。

４ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、

教育相談等に関する科目の単位の修得方法は、総合的な

学習の時間の指導法、特別活動の指導法、教育の方法及

び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）、生徒指導

の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに関する基

礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進路指導及

びキャリア教育の理論及び方法のうち１以上の事項を含

む科目について修得するものとする。

別表第８（第５条関係）

法附則第９項の規定により普通免許状の授与を受ける場合の単位

の修得方法

免

許

状

授

与

の

根

拠

受けよ

うとす

る免許

状の種

類

基礎資

格

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に

関する

専門的

事項に

関する

科目

各教科の指導法に関する

科目又は教諭の教育の基

礎的理解に関する科目等

単

位

数

最低

修得

科目

数

単

位

数

最低修得単位数

各教

科の

指導

法に

関す

る科

目

教育

の基

礎的

理解

に関

する

科目

道徳、総

合的な学

習の時間

等の指導

法及び生

徒指導、

教育相談

等に関す

る科目

法

附

則

第

９

項

高等学

校にお

いて看

護 実

習、家

庭 実

習、情

報 実

習、農

業 実

習、工

業 実

習、商

業 実

習、水

産 実

習、福

祉実習

法附則

第９項

の表イ

の項に

掲げる

基礎資

格

３ １０ ５ 別表

第９

によ

る。

５ １ １ １

法附則

第９項

の表ロ

の項に

掲げる

基礎資

格

３ １０ ５ 同上 ５ １ １ １

法附則

第９項

の表ハ

の項に

６ １０ ５ 同上 ５ １ １ １
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又は商

船実習

を担任

する教

諭の１

種免許

状

掲げる

基礎資

格

法附則

第９項

の表ニ

の項に

掲げる

基礎資

格

３ １０ ５ 同上 ５ １ １ １

備考１ 各教科の指導法に関する科目又は教諭の教育の基礎的

理解に関する科目等の単位数の欄に定める単位のうち、

最低修得単位数の欄に定める単位の修得でなお不足する

単位については、各教科の指導法に関する科目、教育の

基礎的理解に関する科目又は道徳、総合的な学習の時間

等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目のう

ちから修得するものとする。

２ 各教科の指導法に関する科目の単位の修得方法は、受

けようとする免許状に係る教科について修得するものと

する。

３ 教育の基礎的理解に関する科目の単位の修得方法は、

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想、教職の意

義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対応

を含む。）、教育に関する社会的、制度的又は経営的事

項（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含

む。）、幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過

程、特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す

る理解並びに教育課程の意義及び編成の方法（カリキュ

ラム・マネジメントを含む。）のうち１以上の事項を含

む科目について修得するものとする。

４ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、

教育相談等に関する科目の単位の修得方法は、総合的な

学習の時間の指導法、特別活動の指導法、教育の方法及

び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）、生徒指導

の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに関する基

礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進路指導及

びキャリア教育の理論及び方法のうち１以上の事項を含

む科目について修得するものとする。

別表第９（第５条関係）

受けよう

とする免

許状の種

類

免許教科 単位数

最低修

得科目

数

中学校教

諭１種免

許状

国語、職業、職業実習又は

英語

１０ ２

３以上９以下 １

社会、数学、音楽、美術、

保健体育又は家庭

８以上１０以下 ２

３以上７以下 １

理科 １０ ４

８又は９ ３

５以上７以下 ２
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３又は４ １

保健、職業指導又は宗教 ３以上１０以下 １

技術 １０ ３

７以上９以下 ２

３以上６以下 １

中学校教

諭２種免

許状

国語、職業、職業実習又は

英語

１０ ４

８又は９ ３

５以上７以下 ２

３又は４ １

社会、数学、音楽、美術、

保健体育又は家庭

１０ ５

８又は９ ４

６又は７ ３

４又は５ ２

３ １

理科 １０ ８

９ ７

８ ６

７ ５

５又は６ ４

４ ３

３ ２

保健、職業指導又は宗教 １０ ３

７以上９以下 ２

３以上６以下 １

技術 １０ ６

９ ５

７又は８ ４

５又は６ ３

４ ２

３ １

高等学校

教諭１種

免許状

国語、公民、保健、看護、

看護実習、職業指導又は宗

教

１４以上１９以下 ２

３以上１３以下 １

地理歴史、美術、工芸、書

道又は英語

１５以上１９以下 ３

１０以上１４以下 ２

３以上９以下 １

数学、理科、音楽又は保健

体育

１６以上１９以下 ４

１２以上１５以下 ３

８以上１１以下 ２

３以上７以下 １

家庭、家庭実習、情報又は

情報実習

１７以上１９以下 ５

１４以上１６以下 ４

１０以上１３以下 ３

７以上９以下 ２
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３以上６以下 １

農業、農業実習、工業、工

業実習、商業、商業実習、

水産、水産実習、商船又は

商船実習

３以上１９以下 １

福祉又は福祉実習 １８又は１９ ６

１５以上１７以下 ５

１２以上１４以下 ４

９以上１１以下 ３

６以上８以下 ２

３以上５以下 １

備考１ 中学校教諭の普通免許状の授与を受ける場合の教科に

関する専門的事項に関する科目の単位の修得方法は、受

けようとする免許状に係る教科の種類に応じ、それぞれ

法施行規則第４条第１項の表備考第１号に定める教科に

関する専門的事項に関する科目について、最低修得科目

数の欄に定める科目数以上を修得するものとする。

２ 高等学校教諭の普通免許状の授与を受ける場合の教科

に関する専門的事項に関する科目の単位の修得方法は、

受けようとする免許状に係る教科の種類に応じ、それぞ

れ法施行規則第５条第１項の表備考第１号に定める教科

に関する専門的事項に関する科目について、最低修得科

目数の欄に定める科目数以上を修得するものとする。

別表第１０（第５条関係）

受けよ

うとす

る免許

状の種

類

有することを

必要とする学

校の免許状

単

位

数

最低修得単位数

各教

科の

指導

法に

関す

る科

目

道徳、総合的な学習の時間

等の指導法及び生徒指導、

教育相談等に関する科目

道徳

の理

論及

び指

導法

生徒

指導

の理

論及

び方

法

教育相談

（カウン

セリング

に関する

基礎的な

知識を含

む。）の

理論及び

方法

進路

指導

及び

キャ

リア

教育

の理

論及

び方

法

中学校

教諭２

種免許

状

小学校教諭普

通免許状

４ ２ ２

３ １ ２

２ １ １

高等学校教諭

普通免許状

３ １ １ １

高等学

校教諭

１種免

許状

中学校教諭普

通免許状（２

種免許状を除

く。）

３ １ ２

２ １ １

備考１ 各教科の指導法に関する科目の単位の修得方法は、受

けようとする免許状に係る教科について修得するものと
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教育委員会訓令

附 則

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会訓令第１号
県 立 学 校

愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県教育委員会

教育長 三 好 伊佐夫

愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令

愛媛県県立学校教育課程基準（昭和４８年愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

する。

２ 生徒指導の理論及び方法、教育相談（カウンセリング

に関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに

進路指導及びキャリア教育の理論及び方法の欄に掲げる

単位の修得方法は、生徒指導の理論及び方法、教育相談

（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理

論及び方法並びに進路指導及びキャリア教育の理論及び

方法の全ての事項を含めて修得するものとする。

様式第１６号の２（第１２条の２関係） 特別非常勤講師任命等届出書 様式第１６号の２（第１２条の２関係） 特別非常勤講師任命等届出書

省略

年 月 日

省略

省略

平成 年 月 日

省略

省略 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

（高等学校）

第１条 高等学校の教育課程については、次項に規定するものを除

くほか、高等学校学習指導要領（平成２１年３月文部科学省告示第

３４号）、平成３１年４月１日から新高等学校学習指導要領が適用さ

れるまでの間における現行高等学校学習指導要領の特例を定める

件（平成３０年８月文部科学省告示第１７２号）及び学校教育法施行

規則第１４０条の規定による特別の教育課程について定める件（平

成５年１月文部省告示第７号）によらなければならない。

２ 省略

（中等教育学校）

第２条 省略

２ 中等教育学校の後期課程の教育課程については、高等学校学習

指導要領、平成３１年４月１日から新高等学校学習指導要領が適用

されるまでの間における現行高等学校学習指導要領の特例を定め

る件及び中等教育学校並びに併設型中学校及び併設型高等学校の

教育課程の基準の特例を定める件によらなければならない。

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、特別支援学校幼稚部教育要領（平成２９年４月文部科

学省告示第７２号）、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領

（平成２１年３月文部科学省告示第３６号）、平成３０年４月１日から

（高等学校）

第１条 高等学校の教育課程については、次項に規定するものを除

くほか、高等学校学習指導要領（平成２１年３月文部科学省告示第

３４号）

及び学校教育法施行

規則第１４０条の規定による特別の教育課程について定める件（平

成５年１月文部省告示第７号）によらなければならない。

２ 省略

（中等教育学校）

第２条 省略

２ 中等教育学校の後期課程の教育課程については、高等学校学習

指導要領

及び中等教育学校並びに併設型中学校及び併設型高等学校の

教育課程の基準の特例を定める件によらなければならない。

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、特別支援学校幼稚部教育要領（平成２９年４月文部科

学省告示第７２号）、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領

（平成２１年３月文部科学省告示第３６号）、平成３０年４月１日から
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人事委員会規則

附 則

この訓令は、平成３１年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則６－２０４
職員の採用及び昇任に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の採用及び昇任に関する規則の一部を改正する規則

職員の採用及び昇任に関する規則（愛媛県人事委員会規則６－５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

平成３３年３月３１日までの間における特別支援学校小学部・中学部

学習指導要領の特例を定める件（平成２９年１２月文部科学省告示第

１８１号）、特別支援学校高等部学習指導要領 （平成２１年３月文

部科学省告示第３７号）及び平成３１年４月１日から新特別支援学校

高等部学習指導要領が適用されるまでの間における現行特別支援

学校高等部学習指導要領の特例を定める件（平成３１年２月文部科

学省告示第１５号）によらなければならない。

２ 省略

別表第１（第１条関係）

平成３３年３月３１日までの間における特別支援学校小学部・中学部

学習指導要領の特例を定める件（平成２９年１２月文部科学省告示第

１８１号）及び特別支援学校高等部学習指導要領（平成２１年３月文

部科学省告示第３７号）

によらなければならない。

２ 省略

別表第１（第１条関係）

教科 科目 標準単位数 教科 科目 標準単位数

省略 省略

福祉 省略 福祉 省略

福祉情報活用 省略 福祉情報活用 省略

福祉情報 ２～４

省略 省略

別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係）

教科 科目 標準単位数 教科 科目 標準単位数

省略 省略

保健理療 省略 保健理療 省略

課題研究 省略 課題研究 省略

保健理療情報 １～２

理容 省略 理容 省略

課題研究 省略 課題研究 省略

関係法規・制度 １～２

保健 ３～４

香粧品化学 ２～３

文化論 ２～３

運営管理 １～２

理容情報 １～２

教科 科目 標準年間授業時数 教科 科目 標準年間授業時数

理療 省略 理療 省略

課題研究 省略 課題研究 省略

理療情報 ３０～７０
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則６－２０５
公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部を改正する規則

公益的法人等への職員の派遣等に関する規則（愛媛県人事委員会規則６－１５９）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７－１２１４
職員の給与の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の給与の支給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の給与の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（受験資格）

第１５条 省略

２ 前項の規定により受験資格を定める場合において、年齢及び職

歴については、試験の対象となる職の区分に応じ、次に定めると

ころによるものとする。

� 一般職員の採用試験

ア 省略

イ 行政職群の１級の職のうち相当高度の知識又は経験を必要

とする業務を行う職（法令により資格を必要とする職、民間

企業等経験者であることを受験資格とする職及び少年補導職

員を除く。）及び研究職群の１級の職の採用試験（人事委員

会が定めるものを除く。）にあつては、年齢２１歳以上３４歳未

満の者（年齢２１歳未満の者であつて、大学等を卒業したもの

及び当該試験の公告の日の属する年度の３月までに大学等を

卒業する見込みのものを含む。）

ウ・エ 省略

�・� 省略

（受験資格）

第１５条 省略

２ 前項の規定により受験資格を定める場合において、年齢及び職

歴については、試験の対象となる職の区分に応じ、次に定めると

ころによるものとする。

� 一般職員の採用試験

ア 省略

イ 行政職群の１級の職のうち相当高度の知識又は経験を必要

とする業務を行う職（法令により資格を必要とする職

及び少年補導職

員を除く。）及び研究職群の１級の職の採用試験

にあつては、年齢２１歳以上３４歳未

満の者（年齢２１歳未満の者であつて、大学等を卒業したもの

及び当該試験の公告の日の属する年度の３月までに大学等を

卒業する見込みのものを含む。）

ウ・エ 省略

�・� 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

省略

地方税共同機構

省略

省略

一般社団法人地方税電子化協議会（平成１８年４月１日に社団

法人地方税電子化協議会という名称で設立された法人をい

う。）

省略
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附 則

（施行期日）

改 正 後 改 正 前

（この規則の目的）

第１条 この規則は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条

例第５７号。以下「条例」という。）第５条、第８条第３項、第１４

条、第１５条第２項本文、第１８条、第２１条の４第１号及び第２２条の

規定に基づき、職員の給与の支給等に関し必要な事項を定めるこ

とを目的とする。

（帳簿の作成）

第２０条 任命権者は、超過勤務、休日勤務及び夜勤命令簿（様式第

２号）、給与減額簿（様式第３号）、勤務時間の振替簿（様式第

４号）及び扶養親族届兼扶養手当認定簿を作成し、必要な事項を

記入し、かつ、これを保管しなければならない。ただし、任命権

者の指定する電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と職

員の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報

処理組織を使用するときは、当該電子情報処理組織への記録をも

つて超過勤務、休日勤務及び夜勤命令簿の作成、記入及び保管に

代えることができる。

様式第１号（第７条、第７条の２、第２０条関係） 扶養親族届兼扶

養手当認定簿

（表）

扶養親族届兼扶養手当認定簿

（この規則の目的）

第１条 この規則は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条

例第５７号。以下「条例」という。）第５条 、第１４

条、第１５条第２項本文、第１８条、第２１条の４第１号及び第２２条の

規定に基づき、職員の給与の支給等に関し必要な事項を定めるこ

とを目的とする。

（帳簿の作成）

第２０条 任命権者は、超過勤務、休日勤務及び夜勤命令簿（様式第

２号）、給与減額簿（様式第３号）、勤務時間の振替簿（様式第

４号）及び扶養親族届兼扶養手当認定簿を作成し、必要な事項を

記入し、かつ、これを保管しなければならない。

様式第１号（第７条、第７条の２、第２０条関係） 扶養親族届兼扶

養手当認定簿

（表）

扶養親族届兼扶養手当認定簿

省略 省略

決

定

事

項

支給開

始（終

了）・

支給額

改定時

期

認定扶養

親 族

（子以

外）

認定扶養

親 族

（子）

扶養手

当の月

額

認定等の

事由

給料表及

び級

省

略

決

定

事

項

支給開

始（終

了）・

支給額

改定時

期

認定扶養

親 族

（子以

外）

認定扶養

親 族

（子）

扶養手

当の月

額

認定等の

事由

省

略

うち

加算

対象

うち

加算

対象

年

月か

ら

人 人 人 （円） 省

略 年

月か

ら

人 人 人 （円） 省

略

円 円 円 円 円 円

・ 級

年

月か

ら

人 人 人 （円） 省

略 年

月か

ら

人 人 人 （円） 省

略

円 円 円 円 円 円

・ 級

年

月か

ら

人 人 人 （円） 省

略 年

月か

ら

人 人 人 （円） 省

略

円 円 円 円 円 円

・ 級

年

月か

ら

人 人 人 （円） 省

略 年

月か

ら

人 人 人 （円） 省

略

円 円 円 円 円 円

・ 級

注 省略

（裏） 省略

注 省略

（裏） 省略
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１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に改正前の職員の給与の支給等に関する規則（以下「旧規則」という。）様式第１号の規定により提出されている

書類は、改正後の職員の給与の支給等に関する規則様式第１号の規定により提出された書類とみなす。

３ この規則施行の際現にある旧規則様式第１号の規定による扶養親族届兼扶養手当認定簿の用紙は、当分の間、これを訂正して使用する

ことができる。

�愛媛県人事委員会規則７－１２１５
職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１０（第３条関係）

級 別 職 務 区 分 表

１～６ 省略

７ 中学校・小学校教育職員給料表級別職務区分表

別表第１０（第３条関係）

級 別 職 務 区 分 表

１～６ 省略

職務の級区分 職務の級区分欄の級に含まれる職

１級 栄養教諭（１級）

２級 講師（２級）

８ 高等学校等教育職員給料表級別職務区分表 ７ 高等学校等教育職員給料表級別職務区分表

職務の級区分 職務の級区分欄の級に含まれる職 職務の級区分 職務の級区分欄の級に含まれる職

１級 省略 １級 省略

２級 講師（２級）

別表第１７（第４条関係）

中学校・小学校教育職員給料表級別資格基準表

別表第１７（第４条関係）

中学校・小学校教育職員給料表級別資格基準表

職 種
学歴免

許等

職務の級

職 種
学歴免

許等

職務の級

１級
２級

１級
２級

特２級 特２級

省略 省略

省略 省略

教諭、養護教諭、栄養教諭

（任用の期限を付さないも

のに限る。）及び講師（任

用の期限を付さないものに

限る。）

省略 教諭、養護教諭及び栄養教

諭

省略

栄養教諭（任用の期限を付

さないものを除く。）、講

師（任用の期限を付さない

ものを除く。）、助教諭及

び養護助教諭

省略 講師

、助教諭及

び養護助教諭

省略

備考 省略

別表第１８（第４条関係）

高等学校等教育職員給料表級別資格基準表

備考 省略

別表第１８（第４条関係）

高等学校等教育職員給料表級別資格基準表

職 種
学歴免

許等

職務の級
職 種

学歴免

許等

職務の級

１級 ２級 １級 ２級
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附 則

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則８－２
職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する規則及び職員の自己啓発等休業に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する規則及び職員の自己啓発等休業に関する規則の一部を改正する規則

（職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する規則の一部改正）

第１条 職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する規則（愛媛県人事委員会規則８－０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略 省略

教諭、養護教諭、栄養教諭（任用の期

限を付さないものに限る。）及び講師

（任用 の 期 限 を 付 さ な い も の に 限

る。）

省略 教諭、養護教諭及び栄養教諭 省略

栄養教諭（任用の期限を付さないもの

を除く。）、講師（任用の期限を付さ

ないものを除く。）、助教諭、養護助

教諭、実習助手及び寄宿舎指導員

省略 講師

、助教諭、養護助

教諭、実習助手及び寄宿舎指導員

省略

備考 省略

別表第２９（第１０条関係）

中学校・小学校教育職員給料表初任給基準表

備考 省略

別表第２９（第１０条関係）

中学校・小学校教育職員給料表初任給基準表

職 種 学歴免許等 初任給 職 種 学歴免許等 初任給

教諭、養護教諭、栄養教諭（任用の期

限を付さないものに限る。）及び講師

（任用 の 期 限 を 付 さ な い も の に 限

る。）

省略 教諭、養護教諭及び栄養教諭 省略

栄養教諭（任用の期限を付さないもの

を除く。）、講師（任用の期限を付さ

ないものを除く。）、助教諭及び養護

助教諭

省略 講師

、助教諭及び養護

助教諭

省略

備考 省略

別表第３０（第１０条関係）

高等学校等教育職員給料表初任給基準表

備考 省略

別表第３０（第１０条関係）

高等学校等教育職員給料表初任給基準表

職 種 学歴免許等 初任給 職 種 学歴免許等 初任給

教諭、養護教諭、栄養教諭（任用の期

限を付さないものに限る。）及び講師

（任用 の 期 限 を 付 さ な い も の に 限

る。）

省略 教諭、養護教諭及び栄養教諭 省略

栄養教諭（任用の期限を付さないもの

を除く。）、助教諭、養護助教諭、講

師（任用の期限を付さないものを除

く。）、実習助手及び寄宿舎指導員

省略

助教諭、養護助教諭、講

師

、実習助手及び寄宿舎指導員

省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（派遣研修費用）

第３条 条例第２条第３項の人事委員会規則で定める費用（以下

（派遣研修費用）

第３条 条例第２条第３項の人事委員会規則で定める費用（以下
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（職員の自己啓発等休業に関する規則の一部改正）

第２条 職員の自己啓発等休業に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２－５５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則１２－７０
職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則及び教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部を改正する規則を次のよ

うに定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則及び教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部を改正する規則

（職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２－１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

「派遣研修費用」という。）は、次に掲げる費用とする。

� 省略

� 派遣研修に係る大学院等の課程（学校教育法（昭和２２年法律

第２６号）に基づく大学の大学院の課程（同法第１０４条第７項第

２号の規定により大学院の課程に相当する教育を行うものとし

て認められたものを含む。）又はこれに相当する外国の大学

（これに準ずる教育施設を含む。）の課程をいう。以下この条

において同じ。）に在学して当該大学院等の課程を履修するた

めに当該大学院等の課程を置く大学等（同法に基づく大学、外

国の大学又はこれらに準ずる教育施設をいう。）に対して支払

う費用

� 省略

「派遣研修費用」という。）は、次に掲げる費用とする。

� 省略

� 派遣研修に係る大学院等の課程（学校教育法（昭和２２年法律

第２６号）に基づく大学の大学院の課程（同法第１０４条第４項第

２号の規定により大学院の課程に相当する教育を行うものとし

て認められたものを含む。）又はこれに相当する外国の大学

（これに準ずる教育施設を含む。）の課程をいう。以下この条

において同じ。）に在学して当該大学院等の課程を履修するた

めに当該大学院等の課程を置く大学等（同法に基づく大学、外

国の大学又はこれらに準ずる教育施設をいう。）に対して支払

う費用

� 省略

改 正 後 改 正 前

（大学等課程の履修の成果をあげるために特に必要な場合）

第２条 条例第３条の人事委員会規則で定める場合は、学校教育法

（昭和２２年法律第２６号）第９７条に規定する大学院の課程（同法第

１０４条第７項第２号の規定によりこれに相当する教育を行うもの

として認められたものを含む。）又はこれに相当する外国の大学

（これに準ずる教育施設を含む。）の課程であって、その修業年

限が２年を超え、３年を超えないものに在学してその課程を履修

する場合とする。

（退職手当の取扱い）

第６条 省略

２ 前項第３号の職員としての在職期間には、次に掲げる期間を含

まないものとする。

�～� 省略

� 職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県条例第

３５号）第１条に規定する配偶者同行休業をした期間

� 省略

（大学等課程の履修の成果をあげるために特に必要な場合）

第２条 条例第３条の人事委員会規則で定める場合は、学校教育法

（昭和２２年法律第２６号）第９７条に規定する大学院の課程（同法第

１０４条第４項第２号の規定によりこれに相当する教育を行うもの

として認められたものを含む。）又はこれに相当する外国の大学

（これに準ずる教育施設を含む。）の課程であって、その修業年

限が２年を超え、３年を超えないものに在学してその課程を履修

する場合とする。

（退職手当の取扱い）

第６条 省略

２ 前項第３号の職員としての在職期間には、次に掲げる期間を含

まないものとする。

�～� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

第１０条の２ 省略

（超過勤務を命ずる時間及び月数の上限）

第１０条の２の２ 任命権者は、職員に超過勤務（条例第１０条の規定

に基づき正規の勤務時間外にさせる勤務（宿直及び日直の勤務を

第１０条の２ 省略
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除く。）をいう。以下同じ。）を命ずる場合には、次の各号に掲

げる職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める時間及び月数

の範囲内で必要最小限の超過勤務を命ずるものとする。

� 次号に規定する部署以外の部署に勤務する職員 次に掲げる

職員の区分に応じ、それぞれ次に定める時間及び月数（アにあ

つては、時間）

ア イに掲げる職員以外の職員 次の�及び�に定める時間

� １箇月において超過勤務を命ずる時間について４５時間

� １年において超過勤務を命ずる時間について３６０時間

イ １年において勤務する部署が次号に規定する部署からこの

号に規定する部署となつた職員 次の�及び�に定める時間

及び月数

� １年において超過勤務を命ずる時間について７２０時間

� ア及び次号（イを除く。）に規定する時間及び月数並び

に職員の健康及び福祉を考慮して、人事委員会が定める期

間において人事委員会が定める時間及び月数

� 他律的業務（業務量、業務の実施時期その他の業務の遂行に

関する事項を自ら決定することが困難な業務をいう。）の比重

が高い部署として任命権者が指定するものに勤務する職員 次

のアからエまでに定める時間及び月数

ア １箇月において超過勤務を命ずる時間について１００時間未

満

イ １年において超過勤務を命ずる時間について７２０時間

ウ １箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１箇

月、２箇月、３箇月、４箇月及び５箇月の期間を加えたそれ

ぞれの期間において超過勤務を命ずる時間の１箇月当たりの

平均時間について８０時間

エ １年のうち１箇月において４５時間を超えて超過勤務を命ず

る月数について６箇月

２ 任命権者が、特例業務（災害その他避けることのできない事由

に基づく臨時の業務その他の重要な業務であつて特に緊急に処理

することを要するものと任命権者が認めるものをいう。以下同

じ。）に従事する職員に対し、前項各号に規定する時間又は月数

を超えて超過勤務を命ずる必要がある場合については、同項（当

該超えることとなる時間又は月数に係る部分に限る。）の規定

は、適用しない。人事委員会が定める期間において特例業務に従

事していた職員に対し、同項各号に規定する時間又は月数を超え

て超過勤務を命ずる必要がある場合として人事委員会が定める場

合も、同様とする。

３ 任命権者は、前項の規定により、第１項各号に規定する時間又

は月数を超えて職員に超過勤務を命ずる場合には、当該超えた部

分の超過勤務を必要最小限のものとし、かつ、当該職員の健康の

確保に最大限の配慮をするとともに、当該超過勤務を命じた日が

属する当該時間又は月数の算定に係る１年の末日の翌日から起算

して６箇月以内に、当該超過勤務に係る要因の整理、分析及び検

証を行わなければならない。

４ 前３項に定めるもののほか、職員に超過勤務を命ずる場合にお

ける時間及び月数の上限に関し必要な事項は、人事委員会が定め

る。

（報告）

第１５条 人事委員会は、必要があると認めるときは、任命権者に対

し、勤務時間等 について随時報告を求めることが

できる。

（報告）

第１５条 人事委員会は、必要があると認めるときは、任命権者に対

し、勤務時間の割振りの状況等について随時報告を求めることが

できる。
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（教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部改正）

第２条 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２―４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第１０条の２ 省略

（超過勤務を命ずる時間及び月数の上限）

第１０条の３ 任命権者は、職員に超過勤務（条例第１０条の２の規定

に基づき正規の勤務時間外にさせる勤務（宿直及び日直の勤務を

除く。）をいう。以下同じ。）を命ずる場合には、次の各号に掲

げる職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める時間及び月数

の範囲内で必要最小限の超過勤務を命ずるものとする。

� 次号に規定する部署以外の部署に勤務する職員 次に掲げる

職員の区分に応じ、それぞれ次に定める時間及び月数（アにあ

つては、時間）

ア イに掲げる職員以外の職員 次の�及び�に定める時間

� １箇月において超過勤務を命ずる時間について４５時間

� １年において超過勤務を命ずる時間について３６０時間

イ １年において勤務する部署が次号に規定する部署からこの

号に規定する部署となつた職員 次の�及び�に定める時間

及び月数

� １年において超過勤務を命ずる時間について７２０時間

� ア及び次号（イを除く。）に規定する時間及び月数並び

に職員の健康及び福祉を考慮して、人事委員会が定める期

間において人事委員会が定める時間及び月数

� 他律的業務（業務量、業務の実施時期その他の業務の遂行に

関する事項を自ら決定することが困難な業務をいう。）の比重

が高い部署として任命権者が指定するものに勤務する職員 次

のアからエまでに定める時間及び月数

ア １箇月において超過勤務を命ずる時間について１００時間未

満

イ １年において超過勤務を命ずる時間について７２０時間

ウ １箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１箇

月、２箇月、３箇月、４箇月及び５箇月の期間を加えたそれ

ぞれの期間において超過勤務を命ずる時間の１箇月当たりの

平均時間について８０時間

エ １年のうち１箇月において４５時間を超えて超過勤務を命ず

る月数について６箇月

２ 任命権者が、特例業務（災害その他避けることのできない事由

に基づく臨時の業務その他の重要な業務であつて特に緊急に処理

することを要するものと任命権者が認めるものをいう。以下同

じ。）に従事する職員に対し、前項各号に規定する時間又は月数

を超えて超過勤務を命ずる必要がある場合については、同項（当

該超えることとなる時間又は月数に係る部分に限る。）の規定

は、適用しない。人事委員会が定める期間において特例業務に従

事していた職員に対し、同項各号に規定する時間又は月数を超え

て超過勤務を命ずる必要がある場合として人事委員会が定める場

合も、同様とする。

３ 任命権者は、前項の規定により、第１項各号に規定する時間又

は月数を超えて職員に超過勤務を命ずる場合には、当該超えた部

分の超過勤務を必要最小限のものとし、かつ、当該職員の健康の

確保に最大限の配慮をするとともに、当該超過勤務を命じた日が

属する当該時間又は月数の算定に係る１年の末日の翌日から起算

第１０条の２ 省略

愛 媛 県 報平成３１年３月２９日 第３０６４号

２８３



選挙管理委員会告示

附 則

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

２ 平成３１年８月３１日までの間における第１条の規定による改正後の職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則第１０条の２の２第１項

第２号（ウに係る部分に限る。）及び第２条の規定による改正後の教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則第１０条の３第１

項第２号（ウに係る部分に限る。）の規定の適用については、これらの規定中「５箇月の期間」とあるのは、「５箇月の期間（平成３１年

４月以後の期間に限る。）」とする。

�愛媛県選挙管理委員会告示第２４号
不在者投票のできる施設の指定（平成２２年２月愛媛県選挙管理委員会告示第９号）の一部を次のように改正する。

平成３１年３月２９日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

して６箇月以内に、当該超過勤務に係る要因の整理、分析及び検

証を行わなければならない。

４ 前３項に定めるもののほか、職員に超過勤務を命ずる場合にお

ける時間及び月数の上限に関し必要な事項は、人事委員会が定め

る。

（報告）

第１５条 人事委員会は、必要があると認めるときは、任命権者に対

し、勤務時間等 について随時報告を求めることが

できる。

（報告）

第１５条 人事委員会は、必要があると認めるときは、任命権者に対

し、勤務時間の割振りの状況等について随時報告を求めることが

できる。

改 正 後 改 正 前

１ 病院 １ 病院

名 称 所 在 地 指定年月日 名 称 所 在 地 指定年月日

省略 省略

医療法人徳洲会新

居浜徳洲会病院

新居浜市土橋二丁目２－

２

平成７年３月３１日

２ 介護老人保健施設 ２ 介護老人保健施設

名 称 所 在 地 指定年月日 名 称 所 在 地 指定年月日

省略 省略

老人保健施設はぴ

ねすケアセンター

省略 老人保健施設はぴ

ねすケアセンター

省略

医療機関併設型小

規模介護老人保健

施設王子苑

新居浜市王子町３－１ 平成３１年３月２２日

省略 省略

３ 老人ホーム ３ 老人ホーム

名 称 種 類 所 在 地 指定年月日 名 称 種 類 所 在 地 指定年月日

省略 省略

指定介護老人福

祉施設�万の里

新館

省略 指定介護老人福

祉施設�万の里

新館

省略

ショートステイ

施設�万の里

老人短期入

所施設

上浮穴郡�万高原

町 菅 生 三 番 耕 地

５８０－２４

平成３１年３月

２２日

省略 省略

愛 媛 県 報平成３１年３月２９日 第３０６４号

２８４
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�愛媛県選挙管理委員会告示第２５号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

平成３１年３月２９日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

１ 政党の支部

法第１９条の７第１項第１号に係る国会議員関係政治団体とみなされる政党の支部

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日
代 表 者 会 計 責 任 者

自由民主党愛媛県参議院選挙区第二
支部 冨 永 幸 伸 山 内 誠 司 松山市竹原二丁目２－１８ 平成３１年２月１９日

２ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

法第１９条の７第１項第１号に係る国会議員関係政治団体

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主たる事務所の所在地 公職の候補者
の 氏 名

公職の種類
（第１号） 届出年月日

代 表 者 会計 責 任 者

らくさぶろう後援会 冨 永 幸 伸 山 内 誠 司 松山市竹原二丁目２－１８ 冨 永 幸 伸 参議院議員 平成３１年２月１９日

法第１９条の７第１項第２号に係る国会議員関係政治団体

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主たる事務所の所在地 公職の候補者
の 氏 名

公職の種類
（第２号） 届出年月日

代 表 者 会計 責 任 者

青空えひめの会 西 嶋 吉 光 永 江 弘 喜 松山市喜与町一丁目５－４ 永 江 孝 子 参議院議員 平成３１年２月２０日

国会議員関係政治団体以外の政治団体

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日
代 表 者 会 計 責 任 者

合田晋一郎後援会 合 田 晋一郎 堀 勲 男 新居浜市坂井町二丁目２－１２ 平成３１年２月１日

伊藤ゆうこ後援会 伊 藤 優 子 伊 藤 寿 夫 新居浜市庄内町一丁目１０－３ 平成３１年２月５日

山�ひろやす後援会 山 � 洋 靖 木 山 忠 典 松山市古川北一丁目２４－１２ 平成３１年２月１２日

伊藤よしひで後援会 伊 藤 嘉 秀 伊 藤 有 希 新居浜市中村四丁目１７－２７ 平成３１年２月１８日

北貞丈後援会 北 貞 丈 藤 本 英 治 今治市宮窪町宮窪２９８８ 平成３１年２月２１日

おのしほ後援会 小 野 志 保 岡 部 � 恵 新居浜市清水町３－３８ 平成３１年２月２７日

�愛媛県選挙管理委員会告示第２６号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

平成３１年３月２９日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

１ 政党の支部

国会議員関係政治団体以外の政党の支部

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

自由民主党愛媛県電気通
信支部 黒 石 敬 博 主たる事務所の所在地 松山市萱町五丁目５５ 松山市衣山二丁目６－３６ 平成３０年１０月１日

代 表 者 黒 石 敬 博 山 本 信 �

４・５ 省略 ４・５ 省略

愛 媛 県 報平成３１年３月２９日 第３０６４号

２８５
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�愛媛県選挙管理委員会告示第２７号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

平成３１年３月２９日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

�������
�愛媛県選挙管理委員会告示第２９号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第２０条第１項の規定に

基づき、同法第１２条第１項の規定による政治団体の収支に関する報

告書の要旨を次のとおり公表する。

平成３１年３月２９日

２ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

法第１９条の７第１項第１号に係る国会議員関係政治団体

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

富永きよ後援会 富 永 喜 代 主たる事務所の所在地 松山市此花町７－３３ 松山市一番町一丁目１４－４ 平成３１年２月１日

法第１９条の７第１項第２号に係る国会議員関係政治団体

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

ながえ孝子サポーターズ
愛媛 西 嶋 吉 光 代 表 者 西 嶋 吉 光 永 江 孝 子 平成３１年１月１日

国会議員関係政治団体の
区分

法第１９条の７第１項第２号に係
る国会議員関係政治団体

法第１９条の７第１項第１号に係
る国会議員関係政治団体

（公職の候補者の氏名及
び公職の種類）

永 江 孝 子
参議院議員

国会議員関係政治団体以外の政治団体

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

村上誠一郎後援会 村 上 信太郎 代 表 者 村 上 信太郎 矢 野 寿 樹 平成３１年１月１６日

青空えひめの会 西 嶋 吉 光 主たる事務所の所在地 松山市本町二丁目４－２１ 松山市喜与町一丁目５－４ 平成３１年２月２２日

国会議員関係政治団体の
区分

国会議員関係政治団体以外の政
治団体

法第１９条の７第１項第２号に係
る国会議員関係政治団体

（ 公 職 の 種 類 ） 参議院議員

（公職の候補者の氏名及
び公職の種類）

永 江 孝 子
参議院議員

�愛媛県選挙管理委員会告示第２８号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第２項の規定により、次のとおり資金管理団体の届出があった。

平成３１年３月２９日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

渡 辺 知 彦 後 援 会 東 昭 寛 平成３０年１２月３１日

住 田 省 三 後 援 会 住 田 省 三 平成３１年２月１５日

佐 川 秋 夫 後 援 会 武 智 勲 平成３１年２月２８日

若 松 孝 行 後 援 会 若 松 孝 行 平成３１年２月２８日

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

北 貞 丈 後 援 会 北 貞 丈 平成２４年４月１０日

資金管理団体の届
出をした者（代表
者）の氏名

公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 指 定 年 月 日

山 � 洋 靖 愛媛県議会議員（候補
者） 山�ひろやす後援会 松山市古川北一丁目２４－１２ 平成３１年２月１２日

愛 媛 県 報平成３１年３月２９日 第３０６４号

２８６



県議会告示

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

政治団体の収支報告書の要旨

第１２条関係

� 平成２３年分

ア その他の政治団体

政治団体の名称 北貞丈後援会

報告年月日 Ｈ３１．２．２１

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

� 平成２９年分

ア その他の政治団体

政治団体の名称 矢野雄嗣後援会

報告年月日 Ｈ３０．１２．４

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

� 平成３０年分

ア その他の政治団体

政治団体の名称 佐川秋夫後援会

報告年月日 Ｈ３１．２．２６

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

政治団体の名称 若松孝行後援会

報告年月日 Ｈ３１．２．２６

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

�������
�愛媛県選挙管理委員会告示第３０号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第２０条第１項の規定に

基づき、同法第１７条第１項の規定による政治団体の収支に関する報

告書の要旨を次のとおり公表する。

平成３１年３月２９日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

政治団体の収支報告書の要旨

第１７条関係

� 平成２４年中解散に係るもの

ア その他の政治団体

政治団体の名称 北貞丈後援会

報告年月日 Ｈ３１．２．２１（Ｈ２４．４．１０解散）

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

� 平成３０年中解散に係るもの

ア その他の政治団体

政治団体の名称 渡辺知彦後援会

報告年月日 Ｈ３１．２．２０（Ｈ３０．１２．３１解散）

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

� 平成３１年中解散に係るもの

ア その他の政治団体

政治団体の名称 住田省三後援会

報告年月日 Ｈ３１．２．１５（Ｈ３１．２．１５解散）

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

政治団体の名称 佐川秋夫後援会

報告年月日 Ｈ３１．２．２８（Ｈ３１．２．２８解散）

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

政治団体の名称 若松孝行後援会

報告年月日 Ｈ３１．２．２８（Ｈ３１．２．２８解散）

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

�愛媛県議会告示第２号
愛媛県議会会議規則（昭和３０年３月愛媛県議会告示第１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成３１年３月２９日

愛媛県議会議長 鈴 木 俊 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第１１０条関係） 別表（第１１０条関係）

名 称 目 的 構成員 招集権者 名 称 目 的 構成員 招集権者

省略 省略

正副委員長

会議

省略 正副委員長

会議

省略

復旧・復興

支援対策本

復旧・復興支援対

策 本 部 の 活 動 方

議長、副議長、常

任 委 員 会 の 委 員

議長
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県議会訓令

�愛媛県議会訓令第１号
愛媛県議会事務局

愛媛県議会事務局規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県議会議長 鈴 木 俊 広

愛媛県議会事務局規程の一部を改正する訓令

愛媛県議会事務局規程（昭和３９年愛媛県議会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

部 針、今後の方向性

等に関する事項に

関し協議又は調整

を行う。

長、議会運営委員

会の全委員及び復

旧・復興支援対策

本部の目的に賛同

する議員

省略 省略

改 正 後 改 正 前

（分掌事務）

第５条 各課及び室の分掌事務は、次のとおりとする。

総務課

�～� 省略

� 復旧・復興支援対策本部に関すること（議事調査課及び政務

調査室が所管するものを除く。）。

� 省略

� 省略

議事調査課

�～� 省略

� 復旧・復興支援対策本部に関すること（総務課及び政務調査

室が所管するものを除く。）。

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

政務調査室

�・� 省略


 復旧・復興支援対策本部に関すること（総務課及び議事調査

課が所管するものを除く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（事務局長の専決事項）

第７条 事務局長の専決事項は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 物品に関する事務のうち、賃貸借料１件５００万円以上の賃貸

借に関すること。

� 物品に関する事務のうち、予定価格又は評価額１件１００万円

（分掌事務）

第５条 各課及び室の分掌事務は、次のとおりとする。

総務課

�～� 省略

� 省略

� 省略

議事調査課

�～� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

政務調査室

�・� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（事務局長の専決事項）

第７条 事務局長の専決事項は、次のとおりとする。

�～� 省略
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公営企業管理規程

附 則

この訓令は、平成３１年４月１日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第２号
愛媛県企業職員就業規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県公営企業管理者 兵 頭 昭 洋

愛媛県企業職員就業規程の一部を改正する規程

愛媛県企業職員就業規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

以上５００万円未満の使用貸借又は処分に関すること。

� 省略

（課長及び室長の専決事項）

第８条 課長及び室長の専決事項は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 愛媛県個人情報保護条例第２４条第２項及び第２５条並びに第３５

条第２項及び第３６条（これらの規定を同条例第４２条において準

用する場合を含む。）の規定に基づく期間の延長に関するこ

と。

� 愛媛県個人情報保護条例第２６条第１項及び第３７条第１項の規

定に基づく事案の移送に関すること。

� 愛媛県個人情報保護条例第２７条第１項及び第２項の規定に基

づく第三者の意見の聴取に関すること。

� 愛媛県個人情報保護条例第３８条の規定に基づく個人情報の提

供先への通知に関すること。

� 省略

	 物品に関する事務のうち、予定価格又は評価額１件１０万円以

上１００万円未満の使用貸借又は処分に関すること。

２ 省略

別表（第１９条関係） 文書保存期間基準


 省略

（課長及び室長の専決事項）

第８条 課長及び室長の専決事項は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 愛媛県個人情報保護条例第２２条第２項及び第２３条並びに第３３

条第２項及び第３４条（これらの規定を同条例第３９条において準

用する場合を含む。）の規定に基づく期間の延長に関するこ

と。

� 愛媛県個人情報保護条例第２４条第１項及び第３５条第１項の規

定に基づく事案の移送に関すること。

� 愛媛県個人情報保護条例第２５条第１項及び第２項の規定に基

づく第三者の意見の聴取に関すること。

� 省略

� 物品に関する事務のうち、予定価格又は評価額１件１０万円以

上 の使用貸借又は処分に関すること。

２ 省略

別表（第１９条関係） 文書保存期間基準

保存期間

の種別

項目

長期 １０年 ５年 ３年 １年 保存期間

の種別

項目

長期 １０年 ５年 ３年 １年

省略 省略

その他 省略 その他 省略

県報

及び官

報

省略 省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 愛媛県企業職員（地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２

号）第１５条第１項に規定する企業職員をいい、第１２条の２を除

き、以下「職員」という。）の服務等に関する事項は、法令又は

労働協約に定められたもののほか、この管理規程の定めるところ

による。

（趣旨）

第１条 愛媛県企業職員（

以下「職員」という。）の服務等に関する事項は、法令又は

労働協約に定められたもののほか、この管理規程の定めるところ

による。

（職員の定義）
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第２条 削除

（出勤）

第６条 職員は、定刻までに出勤しなければ

ならない。

（勤務時間記録簿の作成）

第６条の２ 所属長は、勤務時間記録簿を作成しなければならな

い。

（遅参早退）

第７条 病気その他の理由により遅参し、又は早退する者は、欠勤

による場合にあつてはその理由及び時間を欠勤簿に、年次有給休

暇による場合にあつてはその時間を年次有給休暇簿に記載し、所

属長に届け出なければならない。ただし、公務のため遅参し、又

は早退する場合にあつては、この限りでない

。

（休日）

第１１条 職員の休日は、次に掲げる日（週休日に当たる日を除

く。）とする。

� 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日（第４条第２項の規定に基づき毎日曜日を週休日と定め

られている職員以外の職員にあつては、当該休日が週休日に当

たるときは、当該休日の直後の勤務日等（当該勤務日等が次の

いずれかの日に当たるときは、当該勤務日等の直後の次に掲げ

る日でない勤務日等）

ア～ウ 省略

エ 第１２条の３第１項の規定に基づき時間外勤務代休時間（同

項に規定する時間外勤務代休時間をいう。）を指定された勤

務日等（当該勤務日等に割り振られた勤務時間の全部を指定

された場合に限る。）

� 省略

２ 省略

（休日の代休日）

第１１条の２ 所属長は、休日である勤務日等に割り振られた勤務時

間の全部（以下「休日の全勤務時間」という。）について特に勤

務することを命じた場合には、当該休日前に、当該休日に代わる

日（以下「代休日」という。）として、当該休日後の勤務日等

（第１２条の３第１項の規定により同項に規定する時間外勤務代休

時間が指定された勤務日等及び休日を除く。次項において同

じ。）を指定することができる。

２～４ 省略

第１２条 省略

（時間外勤務を命ずる時間及び月数の上限）

第１２条の２ 第５条第１項又は第１２条の規定に基づき職員（地方公

営企業法第１５条第１項に規定する企業職員をいい、愛媛県公営企

業組織規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第１号）第６条の

事業所に勤務する者を除く。）に正規の勤務時間外の勤務を命ず

る場合における当該勤務を命ずる時間及び月数の上限について

は、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の適用を受

ける職員の例による。

第１２条の３ 省略

（休暇）

第１３条 省略

第２条 この管理規程において「職員」とは、地方公営企業法（昭

和２７年法律第２９２号）第１５条第１項の規定による企業職員をい

う。

（出勤）

第６条 職員は、定刻までに出勤し、自ら出勤簿に押印しなければ

ならない。

（遅参早退）

第７条 病気その他の理由により遅参し、又は早退する者は、欠勤

による場合にあつてはその理由及び時間を欠勤簿に、年次有給休

暇による場合にあつてはその時間を年次有給休暇簿に記載し、所

属長に届け出なければならない。ただし、公務のため遅参し、又

は早退する者は、所属長の承認を受け出勤簿に押印することがで

きる。

（休日）

第１１条 職員の休日は、次に掲げる日（週休日に当たる日を除

く。）とする。

� 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日（第４条第２項の規定に基づき毎日曜日を週休日と定め

られている職員以外の職員にあつては、当該休日が週休日に当

たるときは、当該休日の直後の勤務日等（当該勤務日等が次の

いずれかの日に当たるときは、当該勤務日等の直後の次に掲げ

る日でない勤務日等）

ア～ウ 省略

エ 第１２条の２第１項の規定に基づき時間外勤務代休時間（同

項に規定する時間外勤務代休時間をいう。）を指定された勤

務日等（当該勤務日等に割り振られた勤務時間の全部を指定

された場合に限る。）

� 省略

２ 省略

（休日の代休日）

第１１条の２ 所属長は、休日である勤務日等に割り振られた勤務時

間の全部（以下「休日の全勤務時間」という。）について特に勤

務することを命じた場合には、当該休日前に、当該休日に代わる

日（以下「代休日」という。）として、当該休日後の勤務日等

（第１２条の２第１項の規定により同項に規定する時間外勤務代休

時間が指定された勤務日等及び休日を除く。次項において同

じ。）を指定することができる。

２～４ 省略

第１２条 省略

第１２条の２ 省略

（休暇）

第１３条 省略
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附 則

この管理規程は、平成３１年４月１日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第３号
愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県公営企業管理者 兵 頭 昭 洋

愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部を改正する管理規程

愛媛県企業職員の給与に関する規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この管理規程は、平成３１年４月１日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第４号
愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県公営企業管理者 兵 頭 昭 洋

愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程

愛媛県立病院料金規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

２ 管理者は、前項の規定によりその例によることとされる職員の

休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例第５条第１項の規定に

よる年次有給休暇（同項の規定により管理者が与える年次有給休

暇の日数が１０日以上である職員に係るものに限る。）の日数のう

ち５日（同条第２項の規定により年次有給休暇を与えた場合にお

いては、当該与えた年次有給休暇の日数（当該日数が５日を超え

る場合には、５日とする。）を差し引いた日数）については、職

員ごとにその時季を定めることにより与えるものとする。

改 正 後 改 正 前

（目的）

第１条 この管理規程は、愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に

関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３８号）に基づき、企業職員で

常時勤務を要するもの及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの

（第９条を除き、以下「職員」という。）の給与に関する事項を

定めることを目的とする。

別表第５（第６条関係）

特殊勤務手当の種類、支給を受ける者の範囲及び額

（目的）

第１条 この管理規程は、愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に

関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３８号）に基づき、企業職員で

常時勤務を要するもの及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの

（ 以下「職員」という。）の給与に関する事項を

定めることを目的とする。

別表第５（第６条関係）

特殊勤務手当の種類、支給を受ける者の範囲及び額

特殊勤務手

当の種類
支給を受ける者の範囲 支給額

特殊勤務手

当の種類
支給を受ける者の範囲 支給額

省略 省略

夜間看護等

手当

病院で深夜に勤務する

看護師等

省略

勤務１回につき

手当額 ３，５５０円以内

省略

夜間看護等

手当

病院で深夜に勤務する

看護師等

省略

勤務１回につき

手当額 ３，３００円以内

省略

省略 省略
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改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

名 称 区 分 単位 金 額 備考 名 称 区 分 単位 金 額 備考

省略 省略

ＰＥＴ

がんド

ック

１回

９４，０００円

（団体割引、

家族割引、リ

ピート割引又

は紹介状割引

の適用を受け

る場合にあつ

ては、８４，５４０

円）

ＰＥＴ

がんド

ック

１回

９３，０００円

（団体割引、

家族割引、リ

ピート割引又

は紹介状割引

の適用を受け

る場合にあつ

ては、８３，６２０

円）

脳ドッ

ク
１回

３４，０００円

（人間ドック

と併せて受け

る場合にあつ

ては、２４，４００

円）

脳ドッ

ク
１回

３３，８００円

（人間ドック

と併せて受け

る場合にあつ

ては、２４，４００

円）

骨塩量

検査料
１回

８，７００円

（人間ドック

と併せて受け

る場合にあつ

て は、３，６００

円）

骨塩量

検査料
１回

８，６００円

（人間ドック

と併せて受け

る場合にあつ

て は、３，６００

円）

乳がん

検診料
１回

１１，４００円

（人間ドック

と併せて受け

る場合にあつ

て は、６，３００

円）

乳がん

検診料
１回

１１，３００円

（人間ドック

と併せて受け

る場合にあつ

て は、６，３００

円）

省略 省略

Ｂ型肝

炎検査

料

省略 Ｂ型肝

炎検査

料

省略

不妊・

不育症

スクリ

ーニン

グ検査

料

抗精子抗体検査 １回 ８，０００円

抗ミュラー管ホルモン検

査
１回 ８，０００円

抗カルジオリピンＩｇＭ

抗体検査
１回 ４３０円

抗フォスファチジルエタ

ノールアミン抗体検査
１回 ２８，０００円

抗フォスファチジルセリ

ン抗体検査
１回 ２８，０００円

サイトメガロウイルスＩ

ｇＧ ａｖｉｄｉｔｙ検

査

１回 ６，４００円

羊水染色体検査 １回 ５８，０００円
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公営企業訓令

附 則

この管理規程は、平成３１年４月１日から施行する。

�愛媛県公営企業訓令第１号
公営企業管理局

各 事 業 所

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成３１年３月２９日

愛媛県公営企業管理者 兵 頭 昭 洋

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の一部を改正する訓令

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則（昭和４６年愛媛県公営企業訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（夜間看護等手当）

第１３条 省略

（夜間看護等手当）

第１３条 省略

羊水等

染色体

検査料

羊水染色体検査（Ｒａｐ

ｉｄ ＦＩＳＨ付き）
１回 ６８，０００円

微細欠失ＦＩＳＨ検査 １回 ３８，０００円

流死産胎児組織染色体検

査
１回 ６６，０００円

省略 省略

新生児

健診料

日齢１ １回 ３，６００円 新生児

健診料

日齢１ １回 ３，５００円

省略 省略

新生児

聴覚検

査料

１回 ８，０４０円

新生児

聴覚検

査料

１回 ６，７００円

新生児

介補料
１日 ７，９００円

新生児

介補料
１日 ７，７００円

省略 省略

乳房マ

ッサー

ジ料

１回 ２，４００円

乳房マ

ッサー

ジ料

１回 ２，３００円

省略 省略

人工授

精料
省略

人工授

精料
省略

巻 爪

（陥入

爪）矯

正料

初診 １回 ４，８２０円

再診 １回 ２，７２０円

省略 省略

セカン

ドオピ

ニオン

外来料

１回 ５，３００円

セカン

ドオピ

ニオン

外来料

１回 ５，２００円

省略 省略

注 省略 注 省略
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附 則

この訓令は、平成３１年４月１日から施行する。

２ 前項に規定する手当の額は、次の区分による額とする。

� 前項第１号の業務

ア 深夜における勤務時間が４時間以上の場合 勤務１回につ

き ３，５５０円

イ 深夜における勤務時間が２時間以上４時間未満の場合 勤

務１回につき ３，１００円

ウ 深夜における勤務時間が２時間未満の場合 勤務１回につ

き ２，１５０円

�・� 省略

３ 省略

２ 前項に規定する手当の額は、次の区分による額とする。

� 前項第１号の業務

ア 深夜における勤務時間が４時間以上の場合 勤務１回につ

き ３，３００円

イ 深夜における勤務時間が２時間以上４時間未満の場合 勤

務１回につき ２，９００円

ウ 深夜における勤務時間が２時間未満の場合 勤務１回につ

き ２，０００円

�・� 省略

３ 省略

平成３１年３月２９日 発行
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